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２０２５年７月 

株式会社 ハンズ 

確確定定拠拠出出年年金金（（総総合合型型））  

ハンズ総合型プラン 





はじめに 

 

 

このたびは、確定拠出年金（総合型）＜ハンズ総合型プラン＞をご採用いただき、

誠にありがとうございます。 

この事務マニュアルは、実務担当者の皆様が＜ハンズ総合型プラン＞の事務手続き

を円滑に行えるよう作成いたしました。 

何卒お手元に置かれ、ご活用いただくようお願いいたします。 

 

 

                     ２０２５年７月 

株式会社ハンズ 

 

 

株式会社ハンズ（代表事業主）について 

・事務手続きの担当窓口 

住  所：〒730-0051 広島県広島市中区大手町三丁目７番２号 

           広島大手町ビル６階 

会 社 名：株式会社ハンズ 

確定拠出年金担当 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：401k@hands-clubnet.jp 

電話番号：082-544-6311 

・掛金等の振込先銀行口座 

もみじ銀行 三篠支店 普通 １４３１７６７ 

株式会社ハンズ 代表取締役 末廣 一 

 

この事務マニュアルのご利用にあたって、以下のツールが必要となります。 

お手元にない場合は、弊社担当にお問い合わせください。 

《ＥＸＣＥＬの入力用フォーム》 

・従業員属性登録票 

・従業員属性変更登録票 

・従業員退職等連絡票 

・制度移行内容登録票（制度移行が有る場合のみ） 

・一括移換内容登録票（退職手当制度からの分割移換がある場合のみ） 

 

事業主様よりご提出していただく書類の一部に「契約番号」「契約名」「規約承認

番号」「規約名」欄がございますが、本プランでは以下の内容をご記入ください。 

・契約番号  ： ０００２２３７（７桁） 

・契 約 名  ： ハンズ総合型プラン 

・規約承認番号： ６０００００４２（８桁） 

・規 約 名  ： ハンズ総合型プラン企業型年金規約 
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Ⅰ．制度導入時のお手続き（口座開設）　

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

初
回
掛
金
拠
出
の
２
ヵ
月
前

従業員属性
登録票

入力 従業員属性
登録票

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

従業員属性
データ送信

不備
なし

不備
あり

不備解消回答
（メール、電話等）

口座開設のお知
らせ（企業控）

加入者登録確認
リスト

口座開設のお知
らせ（企業控）

加入者登録確認
リスト

確認
保管

〒口座開設の

お知らせ
配布口座開設の

お知らせ

保管

〒ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ設定

のお知らせ

保管

電子ﾒｰﾙ

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

Ｊ
Ｉ
Ｓ
＆
Ｔ
登
録
完
了
後

（
発
送
）
３
営
業
日
後
、
（
到
着
）
約
１
週
間
後

確定拠出
年金

システム

電子ﾒｰﾙ

事務フロー　１



Ⅰ．制度導入時のお手続き（商品購入準備）

　　　「Ⅰ．制度導入時のお手続き（口座開設）」　と同時にお手続き願います。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

初
回
掛
金
拠
出
の
２
ヵ
月
前

〒配分指定書

(定時拠出)
配布配分指定書

(定時拠出)

記入

配分指定書

(定時拠出)

取り
まとめ

配分指定書

(定時拠出)
〒 点検 〒 登録

不備
なし

不備
あり

不備解消
指示

配分指定書

(定時拠出)

不備解消

〒

口座開設(ＪＩＳ＆Ｔ登録完了)
後、約３営業日後に発送され
ます。事業主様到着は約１週
間後となります。

確定拠出
年金

システム

確定拠出
年金

システム

【配分指定の方法】
上記の配分指定書を利用する方法のほか、
インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを利用して登録することも可能です。

【配分指定の変更】
配分指定書で指定した内容は、インターネットまたはコールセンターを通じて、随時変更
可能です。ただし、毎月一度、下記の時間で締切られ、次回拠出に反映されます。
＜受付締切時間＞

次回拠出日（原則２５日）の３営業日前の１７時３０分

＜ご注意＞
配分指定を行なわなかった場合、掛金は資産管理機関（野村信託銀行）で現金のまま保
有・管理され、運用されなくなってしまいます。

事務フロー　２



Ⅰ．制度導入時のお手続き（移換依頼書の提出）

　　　以前に確定拠出年金に加入していた方について必要となる手続きです。　

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

記入

配布

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

不備
なし

不備
あり

〒

〒 登録

確定拠出
年金

システム

不備解消回答
（メール、電話等）

判
明
時
（
速
や
か
に
） 個人別

管理資産
移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

〒

お取引
報告書

移換完了
通知書

確定拠出
年金

システム

資
産
移
換
完
了
後

上記手続きの約１ヶ月後に、加入者の持っていた資産は
(旧)資産管理機関から当制度の資産管理機関(野村信託銀行)
に自動的に移されます。

確定拠出年金の資産を有する方が、そ
の個人別管理資産の移換を希望する場
合、その旨を運営管理機関の担当また
は当社に連絡し、「個人別管理資産移換
依頼書」を入手します。

事務フロー　３



Ⅱ．掛金拠出のお手続き（定時拠出）

　　　毎月の掛金拠出の手続きです。掛金額の変更や加入者の追加・削除がある場合、拠出月の前月末迄にその手続きを済ませてください。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

毎
月
５
日
頃

掛金拠出予
定個人別明

請求書

掛金拠出予
定個人別明

請求書

確認

不備
なし

ＯＫ
連絡

企業承認
指示

Tel等
確定拠出

年金
システム

不備
あり

不備解消
・口座開設
・加入者資格喪失
・掛金額の変更
等の手続き実施

不備解消
・口座開設
・加入者資格喪失
・掛金額の変更
等の手続き実施

「
掛
金
拠
出
予
定
明
細
表
」

到
着
後
直
ち
に

毎
月
月
末
以
降

確定拠出
年金

システム

定時拠出
商品別購入

連絡表

定時拠出
商品別購入

連絡表

保管

電子ﾒｰﾙ

Ｆａｘ

￥
掛金等

￥
掛金等

口
座
振
替
日

（
当
月
１
３
日
）

口座振替

口座振替日は毎月１３日

金融機関の非営業日に当
たるときは、その翌営業日
となります。

・口座振替日の直前の金融機関営業日迄に事業主様ご指定口座へ掛金と手数料を 入金するようにしてください。

・口座の残高不足等で口座振替ができなかった場合、当月の定時拠出は無しとなりますので、ご注意ください。

電子ﾒｰﾙ

事務フロー　４



Ⅱ．掛金拠出のお手続き（掛金額の変更）

　　　掛金額を変更する場合の手続きであり、前ページの定時拠出の前に行います。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

変更発生
連絡

掛金
変更登録票

送付

Tel等

電子ﾒｰﾙ

入力

掛金
変更登録票

掛金
変更登録票

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

掛金変更
データ送信

不備
なし

不備
あり

電子ﾒｰﾙ

不備解消回答
（メール、電話等）

加入者登録
確認リスト

拠
出
月
の
前
月
２
５
日
迄

＜掛金の休止再開時＞
・休止時： X円 →０円
・再開時： ０円 →X円

確定拠出
年金

システム

事務フロー　５



Ⅲ．加入者属性変更のお手続き

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

レ
ポ
ー

ト
作
成
基
準
月
の
翌
月
第
２
金
曜
日
ま
で
に
登
録
完
了

（
非
営
業
日
の
場
合
は
前
営
業
日

）

不備解消依頼
（メール、電話等）

加入者
属性変更

データ送信

不備
なし

不備
あり

電子ﾒｰﾙ

不備解消回答
（メール、電話等）

加入者登録
確認リスト

（属性変更）

確認
保管

加入者登録
確認リスト

（属性変更）

変
更
発
生
時
（
速
や
か
に
）

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

電子ﾒｰﾙ

従業員属性
変更登録票

入力
従業員属性
変更登録票

点検

確定拠出
年金

システム

「お取引状況のお知らせ」
のＷＥＢ閲覧への一括変更

入力

不備解消依頼
（メール、電話等）

加入者
アドレス等
データ送信

不備
なし

不備
あり

不備解消回答
（メール、電話等）

電子ﾒｰﾙ

ＷＥＢ閲覧登録
完了メール

不達者のメール
アドレス確認

登録完了メール
不達者一覧

点検

電子ﾒｰﾙ

確定拠出
年金

システム

従業員属性
変更登録票

従業員属性
変更登録票

事務フロー　６



Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（口座開設）

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

新
入
社
員
の
入
社
月

従業員属性
登録票

入力 従業員属性
登録票

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

従業員属性
データ送信

不備
なし

不備
あり

不備解消回答
（メール、電話等）

口座開設のお知
らせ（企業控）

加入者登録確認
リスト

口座開設のお知
らせ（企業控）

加入者登録確認
リスト

確認
保管

〒口座開設の

お知らせ
配布口座開設の

お知らせ

保管

〒ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ設定

のお知らせ

保管

電子ﾒｰﾙ

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

Ｊ
Ｉ
Ｓ
＆
Ｔ
登
録
完
了
後

（
発
送
）
３
営
業
日
後
、
（
到
着
）
約
１
週
間
後

確定拠出
年金

システム

電子ﾒｰﾙ

事務フロー　７



Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（商品購入準備）

　　「Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（口座開設）」　と同時にお手続き願います。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

〒配分指定書

(定時拠出)
配布配分指定書

(定時拠出)

記入

配分指定書

(定時拠出)

取り
まとめ

配分指定書

(定時拠出)
〒 点検 〒 登録

不備
なし

不備
あり

不備解消
指示

配分指定書

(定時拠出)

不備解消

〒

新
入
社
員
の
入
社
月

口座開設(ＪＩＳ＆Ｔ登録完了)
後、約３営業日後に発送され
ます。事業主様到着は約１週
間後となります。

確定拠出
年金

システム

確定拠出
年金

システム

【配分指定の方法】
上記の配分指定書を利用する方法のほか、
インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを利用して登録することも可能です。

【配分指定の変更】
配分指定書で指定した内容は、インターネットまたはコールセンターを通じて、随時変更
可能です。ただし、毎月一度、下記の時間で締切られ、次回拠出に反映されます。
＜受付締切時間＞

次回拠出日（原則２５日）の３営業日前の１７時３０分

＜ご注意＞
配分指定を行なわなかった場合、掛金は資産管理機関（野村信託銀行）で現金のまま保
有・管理され、運用されなくなってしまいます。
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（移換依頼書の提出）

　　　以前に確定拠出年金に加入していた方が入社した場合に必要となる手続きです。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

送付電子ﾒｰﾙ

印刷

記入

配布

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

不備
なし

不備
あり

〒

〒 登録

確定拠出
年金

システム

不備解消回答
（メール、電話等）

電子ﾒｰﾙ

Tel

新
入
社
員
入
社
時
（
速
や
か
に
）

個人別
管理資産

移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

個人別
管理資産

移換依頼書

〒

お取引
報告書

移換完了
通知書

確定拠出
年金

システム

資
産
移
換
完
了
後

上記手続きの約１ヶ月後に、加入者の持っていた資産は
(旧)資産管理機関から当制度の資産管理機関(野村信託銀行)
に自動的に移されます。

確定拠出年金の資産を有する
方が、個人別管理資産の移換
を希望する場合、その旨を連絡
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（移換申出書の提出）

　　　企業年金（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年金連合会）から確定拠出年金へ資産移換する場合の手続きです。

期日 加入者

（Ａ.の用紙がお手元にない場合）

移換元制度
（前勤務先・厚生年金基金・企業年金連合会）

ＪＩＳ＆Ｔ
資産管理

機関

事業主様 代表事業主

可

企業年金（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年金連合
会）から確定拠出年金へ資産移換することを希望する加入者が
いた場合

送付電子ﾒｰﾙ

印刷
配布

記入

不可
〒

電子ﾒｰﾙ

Tel

新
入
社
員
入
社
時
（
速
や
か
に
）

移換完了
通知

資
産
移
換

完
了
後

移換申出書

移換不能
通知

移換可否
判定

〒 移換申出書

不可

可

移換不能
通知

移換指示

￥
移換金

￥
移換金

〒

移換完了〒

移換申出書

移換申出書

企業年金から

確定拠出年金

への資産移換

のお知らせ

事務ﾏﾆｭｱﾙ
資料編より

コピー

請求

移換可否
判定

＜移換申出書の用紙の手配＞
Ａ．確定給付企業年金・厚生年金基金の場合

加入者から事業主に請求

Ｂ．企業年金連合会の場合
加入者から企業年金連合会(0570-02-2666、PHS・IP電話の場合は 03-5777-2666)に請求
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Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き（退職・死亡の場合）

　　　社員が退職・死亡等により加入者資格を喪失した場合に必要となる手続きです。

期日 退職者(遺族) ＪＩＳ＆Ｔ

※郵送書類が住所・転居先不明で返却された場合、JIS&Tから事業主様宛て確認リストが送付されますので、ご協力ください。

事業主様 代表事業主

従業員退職等
連絡票

入力 従業員退職等
連絡票

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

加入者
資格喪失

データ送信

不備
なし

不備
あり

電子ﾒｰﾙ

不備解消回答
（メール、電話等）

判
明
次
第

（
速
や
か
に
）

資
格
喪
失
月

の
月
末
迄

＜資格喪失月とは＞
・退職(月末)  →退職日の翌月

・退職(月末以外) →退職月

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

確定拠出年金

移換手続きの

ご案内

資料の提示

事前に運営管理機関より提供さ
れた「移換手続きのご案内」をご
使用ください。

お手元になければ、事務ﾏﾆｭｱﾙ

資料編よりｺﾋﾟｰしてください。

加入者登録
確認リスト

（資格喪失）

確認
保管

加入者登録
確認リスト

（資格喪失）

［退職（60歳到達前）の場合］

退職者に対して「ＪＩＳ＆Ｔから届く書

類等を参照し、個人型年金への移換

等手続きを行ってください」と説明

〒

確定拠出
年金

システム

［死亡の場合］

遺族の方に対して「コールセンターに

電話して死亡給付金受取等の手続

きを行うようにしてください」と説明
書類は郵送されません

死亡の場合

〒

＜郵送書類＞

老齢給付金の請求が可能（通算加入者等期間が10年以上）の方

には、裁定請求手続きの書類一式が同封されます。

＜ご本人様のお手続き＞

「加入者資格喪失及び運用指図者資格取得通知書」に記載されて

いる老齢給付金裁定請求受付開始日（年齢）を確認します。

請求が可能な時期（年齢）になっており、かつ給付金の受け取りを

希望する場合は、老齢給付金裁定請求手続きを行います。（請求

期限は75歳到達日の前日です）

運用指図者

の手引き

加入者資格喪失

及び運用指図者

資格取得通知

60歳以降での

退職の場合

加入者資格喪失年齢を６１歳以上に引上げている
事業主様にのみ発生するフローです

iDeCo

(個人型)

のご紹介

資格喪失
手続完了
通知書

60歳到達前の

退職の場合

資格喪失時

お手続きの
ご案内

電子ﾒｰﾙ
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　Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き（退職・死亡の場合）　続き

期日 退職者(遺族) ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

確定拠出
年金

システム

還付金・返還金
支払報告書

〒還付金・返還金
支払報告書

還
付
金
・
返
還
金
発
生
時

確認
保管

￥
還付金
返還金

資産管理機関
(野村信託銀行)

＜還付金とは＞

資格喪失後も誤って掛金を拠出してしまった場

合、当該掛金分が還付金として返戻されます。

還付の手続きのため、「還付請求書」を事業主

様よりご提出していただく必要があります。

（本フローでは省略していますので、本編をご参

照ください）

＜返還金とは＞

規約に定める事業主返還規定（ex. 自己都合ま

たは懲戒解雇により勤続３年未満で退職した場

合、資産残高を限度に掛金累計額の１００％を

返還）に従い、掛金の全部または一部が、返還

金として返戻されます。

【返還金の返戻時期】

退職者が手続きを行い、他の企業型や個人型制度等へ

資産移換されるタイミングで返還金が確定し、事業主に

返戻されます。

退職者が手続きを行わない場合は、資格喪失月の翌月

から６ヶ月経過した以降に自動移換されるため、遅くとも

資格喪失月の８ヶ月後には返戻されます。

【返還金より控除される手数料】

移換手数料として、４，０００円及び消費税相当額が控

除されます。

資産を事業主に返還する場合であっても、加入記録の

保管や他制度への記録の引継ぎ等の移換事務が運営

管理機関（JIS&T社）で発生するため、その分の手数料

が徴収されます。

事業主返還請求書
（再雇用・運用指図者用）

記入

専用帳票があります。
お手元になければ代表事業主
にお問合せください。

〒 〒 登録事業主返還請求書
（再雇用・運用指図者用）

確定拠出年金規約にておいて、以下の①及び②を定めている事業主様にのみ発生する事務手続きです。
① 加入者資格喪失年齢を６０歳から６１歳以上に引上げている
② ６０歳～加入者資格喪失年齢で中途退職する加入者にも事業主返還規定を適用する。
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Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き（資格喪失年齢到達の場合）

　　　社員が資格喪失年齢に到達したときに必要となる加入者（拠出者）から運用指図者に変更するための手続きです。

期日 ＪＩＳ＆Ｔ

※郵送書類が住所・転居先不明で返却された場合、JIS&Tから事業主様宛て確認リストが送付されますので、ご協力ください。

資格喪失年齢到達者 事業主様 代表事業主

〒

年齢到達による

運用指図者資格
取得対象者一覧

内容確認

不備連絡
（メール、電話等）

不備
なし

不備
あり

加入者属性変更等
誤り解消指示

資
格
喪
失
年
齢
到
達
者
誕
生
月

の
前
月
上
旬

資
格
喪
失
年
齢
到
達
者
誕
生
日
後

一
週
間
程
度

一読の上、保管
または

給付金請求手続き

運用指図者

の手引き

〒

保管

加入者資格喪失

及び運用指図者

資格取得通知

＜郵送書類＞

老齢給付金の請求が可能（通算加入者等期間が10年以上）

の方には、裁定請求手続きの書類一式が同封されます。

＜ご本人様のお手続き＞

「加入者資格喪失及び運用指図者資格取得通知書」に記載

されている老齢給付金裁定請求受付開始日（年齢）を確認し

ます。

請求が可能な時期（年齢）になっており、かつ給付金の受け

取りを希望する場合は、老齢給付金裁定請求手続きを行い

ます。（請求期限は75歳到達日の前日です）

確定拠出
年金

システム

確定拠出
年金

システム
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Ⅵ．事業主様情報及び制度内容の変更

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ代表事業主事業主様

変更登録用
各種帳票 登録

確定拠出
年金

システム

〒

変
更
発
生
時
（
速
や
か
に
）

変更内容に応じた必要書類
のご提出（規約変更手続き等
をご参照）をお願いいたしま
す。

電子ﾒｰﾙ入力

変更に関する資料請求の
ご連絡をお願いします

規約変更手続
きのご案内

規約等
変更申出書

規約変更手続
きのご案内

規約等
変更申出書

電子ﾒｰﾙ

電子ﾒｰﾙ

変更登録用
各種帳票

起票
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Ⅶ．制度移行のお手続き（商品購入準備）　

　　　退職給与規程からの分割移換について、移換金の配分指定を書面で行う場合の手続きです。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

制
度
移
換
金
の
拠
出
の
２
ヵ
月
前

（
ま
た
は
、
制
度
導
入
時
の
定
時
拠
出
の
配
分
指
定
と
同
時
）

配分指定書

(制度移行)
配布配分指定書

(制度移行)

記入

配分指定書

(制度移行)

取り
まとめ

配分指定書

(制度移行)
〒 点検 〒 登録

不備
なし

不備
あり

不備解消
指示

配分指定書

(制度移行)

不備解消

〒

配分指定書(定時拠出)と
は別に発送されます。

確定拠出
年金

システム

確定拠出
年金

システム

【制度移行の移換金の配分指定】
インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを利用して登録ください。

＜受付期間＞
拠出日（原則２５日）の４週間前から３営業日前の１７時３０分

【２回目以降の制度移行金の配分指定】
（退職給与規程からの制度移行（分割移換）で発生します）

２回目以降の配分指定の変更をご希望の場合、インターネットまたはコールセンターを
利用して登録します。

＜受付期間＞
拠出日（原則２５日）の４週間前から３営業日前の１７時３０分

〒

＜配分指定書（制度移行用）用紙の手配＞

制度移行時の移換金について、掛金拠出金と違う配分指定にする場合、原則、加入者サイトから
加入者が個別にご指定いただきますが、導入時の配分指定のように加入者全員へ配分指定書
（制度移行用）を配布・回収し、登録することも可能です。
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Ⅶ．制度移行のお手続き（制度移行金の拠出時）　

　　　退職給与規程からの分割移換を行う場合に必要となる手続きです。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

制度移行
確認リスト

制度移行
確認リスト

確認
保管

確定拠出
年金

システム

制度移行
商品別購入

連絡表

制度移行
商品別購入

連絡表

保管

入力

点検

不備解消依頼
（メール、ＦＡＸ等）

制度移行
データ送信

不備
なし

不備
あり

不備解消回答
（メール、ＦＡＸ等）

確定拠出
年金

システム

￥
制度

移行金

￥
制度

移行金

制
度
移
行
月

前
月
２
５
日
迄

制度移行内容
登録票

電子ﾒｰﾙ 制度移行内容
登録票

制
度
移
行
月

前
月
末
日
迄

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

口座振替
制
度
移
行
月

口
座
振
替
日

（
当
月
１
３
日
）

・口座振替日の直前の金融機関営業日迄に事業主様ご指定口座へ毎月拠出する掛金と合算して 入金するようにしてください。

・口座の残高不足等で口座振替ができなかった場合、当月の定時拠出・制度移行金ともに拠出無しとなりますので、ご注意ください。

口座振替日は毎月１３日

金融機関の非営業日に当
たるときは、その翌営業日
となります。

電子ﾒｰﾙ

電子ﾒｰﾙ
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Ⅶ．制度移行のお手続き（分割移換の２回目以降）

　　　退職給与規程からの制度移行（分割移換）で必要となる手続きです。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

制
度
移
行
月

前
月

制度移行
確認リスト

制度移行
確認リスト

確認
保管

確定拠出
年金

システム

制度移行
商品別購入

連絡表

制度移行
商品別購入

連絡表

保管

電子ﾒｰﾙ

入力

点検

不備解消依頼
（メール、ＦＡＸ等）

制度移行
データ送信

不備
なし

不備
あり

不備解消回答
（メール、ＦＡＸ等）

確定拠出
年金

システム

（過年度）

制度移行内容

登録票

（過年度）
制度移行内容

登録票

制
度
移
行
月

前
月
２
５
日
迄

（過年度）

制度移行内容

登録票

電子ﾒｰﾙ
（過年度）

制度移行内容

登録票

制
度
移
行
月

前
月
末
日
迄

制
度
移
行
月

口
座
振
替
日

（
当
月
１
３
日
）

￥
制度

移行金

￥
制度

移行金

口座振替

・口座振替日の直前の金融機関営業日迄に事業主様ご指定口座へ毎月拠出する掛金と合算して 入金するようにしてください。

・口座の残高不足等で口座振替ができなかった場合、当月の定時拠出・制度移行金ともに拠出無しとなりますので、ご注意ください。

口座振替日は毎月１３日

金融機関の非営業日に当
たるときは、その翌営業日
となります。

電子ﾒｰﾙ

電子ﾒｰﾙ
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Ⅶ．制度移行のお手続き（加入者資格喪失時の一括移換）

　　　退職給与規程からの制度移行（分割移換）で必要となる手続きです。

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ事業主様 代表事業主

￥
一括

移換金

￥
一括

移換金

資
格
喪
失
月

月
末
迄

入力 一括移換内容
登録票

点検

不備解消依頼
（メール、電話等）

一括移換
データ送信

不備
なし

不備
あり

確定拠出
年金

システム

電子ﾒｰﾙ

不備解消回答
（メール、電話等）

一括移換内容
登録票

資
格
喪
失
月

２
５
日
迄

判
明
次
第

（
速
や
か
に
）

事前に運営管理機関より提供さ
れているExcel形式の入力用
データファイル（雛形）をご使用
ください。

一括移換
確認リスト

一括移換
確認リスト

確認
保管

口座振替

＜資格喪失月とは＞
・退職(月末)    →退職日の翌月

・退職(月末以外) →退職月
加入者資格喪失年齢60歳の場合

・60歳（1日生れ）→誕生日の前月
・60歳（1日以外生れ) →誕生月

資
格
喪
失
月
翌
月

口
座
振
替
日

（
当
月
１
３
日
）

口座振替日は毎月１３日

金融機関の非営業日に当
たるときは、その翌営業日
となります。

・口座振替日の直前の金融機関営業日迄に事業主様ご指定口座へ毎月拠出する掛金と合算して 入金するようにしてください。

・口座の残高不足等で口座振替ができなかった場合、当月の定時拠出・制度移行金ともに拠出無しとなりますので、ご注意ください。

電子ﾒｰﾙ

事務フロー　１７



Ⅷ．その他

１．「お取引状況のお知らせ」の配布

期日 加入者 ＪＩＳ＆Ｔ

２．「確定拠出年金ガイドブック」の注文

期日 加入者

事業主様

毎
年
２
回

（
4
月
下
旬
・
1
0
月
下
旬

）

事業主様
運営管理

機関

使
用
の
２
週
間
前
ま
で

〒お取引状況の

お知らせ

配布お取引状況の

お知らせ

確定拠出
年金

確定拠出年金

ガイドブック

配布
確定拠出年金

ガイドブック

〒

Forms 受付

発送

事務ﾏﾆｭｱﾙ本編Ⅷを参考にご希
望のガイドブックの部数と送付先
をMicrosoft Forms（以下
「Forms」）にてご注文願います。

「お取引状況のお知らせ」を加入者直送（有料）
又は電子化（WEB閲覧、無料）としている場合、

事業主様へは送付されません。

事業所の一括電子化をご希望の場合は事務ﾏ

ﾆｭｱﾙ本編Ⅲをご参照願います。

ガイドブック
のご注文
（Forms)

事務フロー　１８
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＜ご参考＞ 

確定拠出年金制度における「加入と拠出の関係」について 

 

 

１.確定拠出年金規約において、以下のように定められています。 
 

「加入者期間の各月の掛金を翌月に納付する」 

「加入者期間は加入者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までを算入する」 

 

従って、加入者期間（月）に基づいて掛金を計算・拠出しますが、実際に掛金を納付する月

はその翌月となります。（納付月のことを拠出月とも呼びます） 

 

２.加入者の資格の取得（日）や喪失（日）についても法令や規約に詳しく定められています

が、拠出との関係を含めて整理すると以下のようになります。 
 

【加入と初回拠出の関係】 
 

制度導入時 

・資格取得日は確定拠出年金制度導入日（＝規約施行日）です。 

・従って、加入対象者の初回拠出月は制度導入月の翌月となります。 

 

新入社員入社時 

・資格取得日は新入社員入社日です（一般的な制度の場合）。 

・従って、新入社員の初回拠出月は入社月の翌月となります。 

 

【資格喪失と最終拠出の関係】 
 

退職・死亡の場合 

・資格喪失日は退職日（死亡の場合は死亡日）の翌日です。 

 ↓ 

・退職日＝月末の場合、 

退職月は加入者期間に算入されるので、退職月の翌月が最終拠出月となります。 

・退職日≠月末の場合、 

退職月は加入者期間に算入されないので、退職月の前月までが加入者期間となります。 

従って、退職月が最終拠出月となります。 

 

資格喪失年齢到達の場合（資格喪失年齢60歳の例） 

・資格喪失日は60歳到達日（＝60歳の誕生日の前日）です。 

 ↓ 

・誕生日＝１日の場合、 

誕生月及び誕生月の前月は加入者期間に算入されないので、誕生月の前々月までが加入者 

期間となります。従って、誕生月の前月が最終拠出月となります。 

・誕生日≠１日の場合、 

誕生月は加入者期間に算入されないので、誕生月の前月までが加入者期間となります。 

従って、誕生月が最終拠出月となります。 
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Ⅰ．制度導入時のお手続き（口座開設） 

 《標準スケジュール：初回掛金拠出の２ヶ月前》 

 

１．「従業員属性登録票」の入力 

(1)「従業員属性登録票」の提供 

運営管理機関から事業主様に「従業員属性登録票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）を事

前にご提供します。 

・お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

(2)「従業員属性登録票」の入力 

「従業員属性登録票」に必要項目を入力してください。 

・入力方法は［資料 1］をご参照ください。 

 

２．「従業員属性登録票」の送付 

入力済の「従業員属性登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「従業員属性登録票」の点検 

「従業員属性登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、メール等

で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「従業員属性登録票」の登録 

「従業員属性登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪＩＳ

＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

５．「口座開設のお知らせ」「パスワード設定のお知らせ」等の送付 

「従業員属性登録票」の登録完了後に、以下の書類が到着します。 

(1) 「加入者登録確認リスト（口座開設）」（［資料 2］参照）及び「口座開設のお知らせ（企

業控）」（［資料 3］参照） 

・ 当社から事業主様宛へ電子メールで送信します。 

・ 口座開設した加入者の氏名、口座番号、従業員（社員）番号等が記載されています

ので、加入者からの問い合わせ対応等にご利用ください。 

(2)「口座開設のお知らせ」（［資料 4］参照） 

・ ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛送付しますので、加入者に配布してください。 

・ 加入者に「口座番号」をお知らせするための書類です。 

・ 再発行できませんので、保管には充分注意いただくよう加入者にご説明お願いしま

す。 

(3)「パスワード設定のお知らせ」（［資料 5］参照） 

・ 加入者にインターネット用のパスワードをお知らせするための書類です。 

・ ＪＩＳ＆Ｔ社から加入者の登録住所に直接郵送します。 

・ 住所相違等の理由で加入者に不達となった「パスワード設定のお知らせ」は、ＪＩ

Ｓ＆Ｔ社から事業主様宛郵送されますので、加入者に速やかに配布いただいたうえ、

住所確認を行い住所変更の手続きを行ってください。（手続き方法は、「Ⅲ．加入者

属性変更のお手続き」をご参照ください） 
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Ⅰ．制度導入時のお手続き（商品購入準備） 

 《標準スケジュール：初回掛金拠出の２ヶ月前》 
 

１．「配分指定書（定時拠出）」の配布 

ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛てに「配分指定書（定時拠出）」を送付しますので、加入者に

配布して掛金の各商品への配分割合を記入するようご指示ください。 

・記載方法は［資料 6］をご参照ください。 

・「従業員属性登録票」の登録完了後、約３営業日後にＪＩＳ＆Ｔ社から発送されます。

事業主様到着は約１週間後となります。 

 

２．「配分指定書（定時拠出）」の返送 

「配分指定書（定時拠出）」を加入者から回収し、取りまとめのうえ当社宛ご返送ください。 

・「配分指定書（定時拠出）」のご返送がなく、下記＜受付締切時間＞までにインターネ

ット・コールセンターを通じての配分指定も行われなかった場合、下記＜ご注意＞の

とおり掛金は運用されなくなってしまいます。 

 

３．「配分指定書（定時拠出）」の点検 

「配分指定書（定時拠出）」は、当社が内容を点検します。不備事項があった場合は、メー

ル等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「配分指定書（定時拠出）」の登録 

「配分指定書（定時拠出）」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、ＪＩＳ＆

Ｔ社に送付し、ＪＩＳ＆Ｔ社にて確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

配分指定について 

【配分指定の方法】 

上記の配分指定書を利用する方法のほか、インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを

利用して登録することも可能です。 

【配分指定の変更】 

配分指定書で指定した内容は、インターネットまたはコールセンターを通じて、随時変更可能です。

ただし、毎月一度、下記の時間で締切られ、次回拠出に反映されます。 

＜受付締切時間＞ 

 次回拠出日（原則２５日/非営業日の場合は前営業日）の３営業日前の１７時３０分 

〖コールセンター、インターネットの利用方法〗 

ご利用にあたっては、ＪＩＳ＆Ｔ社より発行されたハガキ２通（「口座開設のお知らせ」「パスワー

ド設定のお知らせ」）に記載されている口座番号とパスワード（インターネットのみ）が必要とな

ります。 

操作方法は、確定拠出年金手続きガイドをご参照ください。 

〖コールセンター〗  ０１２０－９３６－４０１（通話料は無料） 

          （月～金）9：00～20：00 （土）9：00～17：00           

・日曜日、祝日（振替休日を含む）、年末年始（銀行休日の日）は休みとなります。 

〖インターネット〗  https://401k.nomura.co.jp/ad/ （パソコン・スマートフォン） 

（注）以下の時期より利用可能となります。 

・当月 15 日(非営業日の場合は前営業日)までに口座開設された加入者は、その 3 営業日後 

・当月最終営業日までに口座開設された加入者は、その 3営業日後 

 

＜ご注意＞ 2018 年 5 月以降の新規加入者については、配分指定を行わなかった場合、掛金は資産管

理機関（野村信託銀行）で現金のまま保有・管理され、運用されなくなってしまいます。 
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Ⅰ．制度導入時のお手続き（移換依頼書の提出） 

加入者となる方が別の確定拠出年金制度に確定拠出年金の資産を持っていて、当該資産の

移換を希望される場合、「従業員属性登録票」の登録後に「個人別管理資産移換依頼書」を

すみやかに提出していただきます。 

 

１．「個人別管理資産移換依頼書」の入手 

確定拠出年金の資産の移換を希望する加入者がいる場合は、その旨を運営管理機関の担当

または当社に連絡してください。紙又は電子ファイルで「個人別管理資産移換依頼書」を

ご提供いたします。 

 

２．「個人別管理資産移換依頼書」の作成 

電子ファイルの「個人別管理資産移換依頼書」は印刷のうえ当該社員に配布し必要項目の

記入をご指示ください。 

・書類は［資料 7］を、記載方法は［資料 8］を参照ください。 

・必要事項を漏れなく正確にご記入ください。 

なお、企業型確定拠出年金制度は重複して複数に加入することはできませんので、移換元

の制度については加入者資格の喪失手続きが行われていることが必要となります。 

 

３．「個人別管理資産移換依頼書」の返送 

記入済みの「個人別管理資産移換依頼書」を、当社宛ご送付ください。 

 

４．「個人別管理資産移換依頼書」の点検 

「個人別管理資産移換依頼書」は、当社が内容を点検します。不備事項があった場合は、

電話等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

５．「個人別管理資産移換依頼書」の登録 

「個人別管理資産移換依頼書」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、ＪＩＳ

＆Ｔ社に送付し、ＪＩＳ＆Ｔ社にて確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

 

 

個人別管理資産の移換結果の確認方法（ご参考） 

１.上記手続きの約１ヶ月後に、加入者の持っていた資産は現金化され、(旧)資産管理機関

から当制度の資産管理機関(野村信託銀行)に自動的に移されます。 

２.資産移換の結果は、ＪＩＳ＆Ｔ社から送付される「移換完了通知書」（［資料 9］参照）

及び「お取引報告書」（［資料 10］参照）によって加入者に通知されます。 

３.なお、移換された資産(現金)により購入される運用商品は、定時拠出の配分指定が準用

されます。 
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Ⅱ．掛金拠出のお手続き（定時拠出） 

掛金を拠出するために必要な手続きであり、制度導入月以降、下記のスケジュールに従っ

て、毎月行っていただきます。掛金額の変更や加入者の追加・削除がある場合、拠出月の

前月末日迄にその手続きを全て完了しておく必要があります。なお、初回の掛金拠出は制

度導入月の翌月となります。 

 

１．毎月５日頃 

当社から事業主様に、当月拠出する掛金の明細を記載した「掛金拠出予定個人別明細表」

（［資料 11］参照＊）及び請求書を電子メール（または FAX）で送付します。 

＊資料 11 は、名称が掛金拠出予定明細表となっており、資料構成も若干違います。 

 

２．毎月、上記「掛金拠出予定明細表」到着後直ちに 

(1) 「掛金拠出予定個人別明細表」及び請求書の確認 

拠出月の前月末日における加入者の状況にしたがい、「掛金拠出予定個人別明細表」及び

請求書をご確認ください。 

(2) 修正が必要な場合 

「掛金拠出予定個人別明細表」の修正（追加・削除・変更）が必要な場合、以下の手続

きを至急実施願います。手続き実施の翌営業日以降に「掛金拠出予定個人別明細表」及

び請求書を再度電子メール（または FAX）で送付しますので、修正された結果を至急ご

確認のうえ当社にご連絡ください。 

・加入者の追加が必要な場合、「Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き」 

・加入者の削除が必要な場合、「Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き(退職・死亡の場合）」 

・掛金額の変更が必要な場合、「Ⅱ．掛金拠出のお手続き(掛金額の変更)」 

 

３．毎月１３日 

掛金の金額を事業主様所定の銀行口座から口座振替いたします。 

 

４．毎月拠出日（２５日）の５営業日前迄 

事業主様よりご確認いただいた結果で、当社にてＪＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに「掛

金拠出予定個人別明細表」の承認登録を行います。 

 

５．毎月拠出日（２５日） 

各事業主様からお振込みいただいた掛金を取り纏め、当社から野村信託銀行に振込みます。 

 

６．毎月末日以降 

企業ごとの購入商品内訳を記載した「定時拠出商品別購入連絡表」（［資料 12］参照）を当

社から事業主様宛へ電子メールで送信しますので、参考資料としてご利用ください。 

 

 

 

 ＜ご注意＞ 

定時拠出の掛金額は、手数料相当額の 473 円（含む消費税）を加算した額となります。 
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Ⅱ．掛金拠出のお手続き（掛金額の変更） 

毎月の掛金に変更が生じた場合、拠出月の前月末日までに、掛金の変更手続きを行ってい

ただきます。 

 

１．「掛金変更登録票」の入力 

(1)「掛金変更登録票」（［資料 13］参照）の提供 

 変更が発生しました際には、すぐに当社宛てに電話または電子メールでご連絡ください。 

当社から事業主様に「掛金変更登録票」を、入力用フォーム（ＥＸＣＥＬ）で提供します。 

・ パスワード設定したファイルを電子メールで送信します。 

(2)「掛金変更登録票」の入力 

「掛金変更登録票」に変更対象加入者の変更後掛金額等を入力してください。ただし、対

象者の抽出が困難な場合は、全加入者分（変更のない加入者を含む）でも結構です。 

・ 入力方法は［資料 13］をご参照ください。 

・ 拠出の休止を行う場合は、「 X円 → 0円 」に変更します。 

・ 拠出の再開を行う場合は、「 0円 → X円 」に変更します。   

なお、定時拠出月の５日迄に口座開設の手続きが間に合わない場合、「掛金変更登録票」

に入力しても当月の拠出はできません。また、定時拠出月の５日迄に退職等による加入者

資格喪失手続きが間に合わない場合は「掛金変更登録票」に当月の掛金を 0円と入力して

ください。 

 

２．「掛金変更登録票」の返送 

変更入力済の「掛金変更登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「掛金変更登録票」の登録 

「掛金変更登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪＩＳ＆

Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。（登録後に作成される「掛金拠出予定明細表」

「掛金変更明細表」には、変更内容が反映されます。「Ⅱ．掛金拠出のお手続き（定時拠出）」

をご参照ください。） 
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＜ご注意 掛金拠出に関するご留意事項＞ 

１．他制度（＊1）に加入している方および加入予定の方がいる事業主様の場合 

他制度に加入している方の企業型確定拠出年金（以下「企業型ＤＣ」）に拠出でき

る月額掛金の限度額（以下「拠出限度額」）は次の通りとなりますので、その範囲内

での掛金拠出をお願いします。 

(1) 2024 年 11 月以前から他制度に加入している場合 

 ① 経過措置の拠出限度額適用を選択（規約に経過措置と記載） 

   → 拠出限度額 ＝ 27,500 円 

 ② 法令改正後の拠出限度額適用を選択（規約に新制度と記載） 

   → 拠出限度額 ＝ 55,000 円－他制度掛金相当額（＊2） 

(2) 2024 年 12 月以降に他制度加入者が発生した場合 

  ③ 法令改正後の拠出限度額が適用されます 

   → 拠出限度額 ＝ 55,000 円－他制度掛金相当額（＊2） 

＊1  他制度とは、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度、私立学校教職員共済制度、石炭鉱業年

金基金です。 

＊2  確定給付企業年金制度及び厚生年金基金制度の他制度掛金相当額は、当該制度の受託機関に確認

し入力、私立学校教職員共済制度、石炭鉱業年金基金の他制度掛金相当額は、厚生労働省通知を確

認し入力ください。 

 

２．掛金の拠出限度額を月単位ではなく年単位としている事業主様の場合 

・毎月の掛金額や当月までの掛金累計額が法定の限度額の範囲内となるよう、毎月必

ずチェックをお願いします。（当社およびＪＩＳ＆Ｔ社では毎月のチェックは行な

いません） 

・1 年経過後にＪＩＳ＆Ｔ社でチェックを行ない、限度額を超過している可能性があ

る場合、事業主様宛てに「年間の拠出実績還元リスト」が郵送されますので、事業

主様にて内容確認のうえ、還付の手続きを行なっていただくことになります。 

（還付手続きについては当社にお問合せください） 

３．休職等により無給となった期間の掛金変更について 

・当該期間についても管理手数料部分の掛金は、継続拠出をお願いします。 

・掛金拠出が全く行われない場合、管理手数料部分は未収手数料として計上され、２

月に前年の１月～１２月の未収分が個人別管理資産から取り崩して徴収されます。

２月前に復職し掛金が再開された場合は、再開される掛金から未収分を控除して徴

収します。 
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Ⅲ．加入者属性変更のお手続き 

事業主様は、加入者の氏名（姓）や住所の変更により加入者属性登録内容に変更が生じた

場合には、加入者属性変更手続きを行っていただきます。 

 

１．「従業員属性変更登録票」の入力 

(1)「従業員属性変更登録票」の提供 

運営管理機関から事業主様に「従業員属性変更登録票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）

を事前にご提供します。 

・ お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

(2)「従業員属性変更登録票」の入力 

「従業員属性変更登録票」に変更対象従業員の変更後内容を入力してください。 

・ 入力方法は［資料 14］をご参照ください。 

 

２．「従業員属性変更登録票」の返送 

変更入力（記載）済の「従業員属性変更登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「従業員属性変更登録票」の点検 

「従業員属性変更登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、メー

ル等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「従業員属性変更登録票」の登録 

「従業員属性変更登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪ

ＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

５．「加入者登録確認リスト」の送付 

従業員属性の変更結果が記載された「加入者登録確認リスト(属性変更)」（［資料 15］参照）

を、当社より送信いたしますので、内容をご確認ください。 

 

「お取引状況のお知らせ」の WEB 閲覧への変更（ご参考） 

１.制度導入時は「お取引状況のお知らせ」の発行は、事業主へ書面の一括送付となってお

ります。これを加入者インターネットサービス（以下「ＷＥＢ」）上で閲覧・ダウンロー

ドできるサービスに変更できます。 

２.ＷＥＢサービスを利用するには、事業主様が一括でご登録いただく方法と、加入者が自

らＷＥＢ上で登録する方法があります。 

３. 事業主様で一括登録する場合は、従業員属性登録票（口座開設時）又は従業員属性変更

登録票で登録者全員（＊）のメールアドレスを登録する必要があります。従業員属性変更

登録票は、レポート作成基準月（3 月又は 9 月）の末日までにご提出願います。 
＊加入者自身でＷＥＢ閲覧手続き済の加入者は除いて登録する必要があります。 

４．登録が完了すると加入者の登録アドレスへＪＩＳ＆Ｔから登録完了メール（データ送信

から 1～2 週間後）が配信（＊）され、登録完了となります。 

＊加入者アドレスへのメール配信が不達となった加入者は、後日、不達者一覧としてご案内いたし

ますので、再度、メールアドレスをご確認の上、再登録の手続きをお願いします。 

 

※ＷＥＢ閲覧登録後に加入者がＷＥＢ上で再度、書面での受取に戻すこともできます。 
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（口座開設） 

 《標準スケジュール：新入社員の入社月》 

 

１．「従業員属性登録票」の入力 

新入社員（中途入社を含む）の入社が決まり次第、「従業員属性登録票」（ＥＸＣＥＬの入

力用フォーム）に新入社員分の必要項目を入力してください。 

・お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

・入力方法は［資料 1］をご参照ください。 

 

２．「従業員属性登録票」の送付 

入力済の「従業員属性登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「従業員属性登録票」の点検 

「従業員属性登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、メール等

で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「従業員属性登録票」の登録 

「従業員属性登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪＩＳ

＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

５．「口座開設のお知らせ」「パスワード設定のお知らせ」等の送付 

「従業員属性登録票」の登録完了後、以下の書類を送信または送付します。 

詳しくは、「Ⅰ．制度導入時のお手続き（口座開設）」をご参照ください。 

(1)「加入者登録確認リスト（口座開設）」（［資料 2］参照）及び「口座開設のお知らせ（企

業控）」（［資料 3］参照） 

(2)「口座開設のお知らせ」（［資料 4］参照） 

(3)「パスワード設定のお知らせ」（［資料 5］参照） 
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（商品購入準備） 

 《標準スケジュール：新入社員の入社月》 

 

１．「配分指定書（定時拠出）」の配布 

ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛てに「配分指定書（定時拠出）」を送付しますので、加入者に

配布して掛金の各商品への配分割合を記入するようご指示ください。 

・記載方法は［資料 6］をご参照ください。 

・「従業員属性登録票」の登録完了後、約３営業日後にＪＩＳ＆Ｔ社から発送されます。

事業主様到着は約１週間後となります。 

 

２．「配分指定書（定時拠出）」の返送 

「配分指定書（定時拠出）」を加入者から回収し、取りまとめのうえ当社宛ご返送ください。 

・「配分指定書（定時拠出）」のご返送がなく、下記＜受付締切時間＞までにインターネッ

ト・コールセンターを通じての配分指定も行われなかった場合、下記＜ご注意＞のとお

り掛金は運用されなくなってしまいます。 

 

３．「配分指定書（定時拠出）」の点検 

「配分指定書（定時拠出）」は、当社が内容を点検します。不備事項があった場合は、メー

ル等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「配分指定書（定時拠出）」の登録 

「配分指定書（定時拠出）」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、ＪＩＳ＆

Ｔ社に送付し、ＪＩＳ＆Ｔ社にて確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

配分指定について 

【配分指定の方法】 

上記の配分指定書を利用する方法のほか、インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを

利用して登録することも可能です。 

【配分指定の変更】 

配分指定書で指定した内容は、インターネットまたはコールセンターを通じて、随時変更可能です。

ただし、毎月一度、下記の時間で締切られ、次回拠出に反映されます。 

＜受付締切時間＞ 

 次回拠出日（原則２５日/非営業日の場合は前営業日）の３営業日前の１７時３０分 

〖コールセンター、インターネットの利用方法〗 

ご利用にあたっては、ＪＩＳ＆Ｔ社より発行されたハガキ２通（「口座開設のお知らせ」「パスワー

ド設定のお知らせ」）に記載されている口座番号とパスワード（インターネットのみ）が必要とな

ります。 

操作方法は、確定拠出年金手続きガイドをご参照ください。 

〖コールセンター〗  ０１２０－９３６－４０１（通話料は無料） 

          （月～金）9：00～20：00 （土）9：00～17：00           

・日曜日、祝日（振替休日を含む）、年末年始（銀行休日の日）は休みとなります。 

〖インターネット〗  https://401k.nomura.co.jp/ad/ （パソコン・スマートフォン） 

（注）以下の時期より利用可能となります。 

・当月 15 日(非営業日の場合は前営業日)までに口座開設された加入者は、その 3 営業日後 

・当月最終営業日までに口座開設された加入者は、その 3営業日後 

 

＜ご注意＞ 2018 年 5 月以降の新規加入者については、配分指定を行わなかった場合、掛金は資産管

理機関（野村信託銀行）で現金のまま保有・管理され、運用されなくなってしまいます。 
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（移換依頼書の提出） 

中途入社される方が別の確定拠出年金制度に確定拠出年金の資産を持っていて、当該資産

の移換を希望される場合、「従業員属性登録票」の登録後に「個人別管理資産移換依頼書」

をすみやかに提出していただきます。 

 

１．「個人別管理資産移換依頼書」の提供 

中途入社者が該当する場合には、従業員属性登録票を提出していただく際に、その旨を当

社にご連絡ください。当社から事業主様に「個人別管理資産移換依頼書」を電子ファイル

で提供いたします。 

 

２．「個人別管理資産移換依頼書」の作成 

電子ファイルの「個人別管理資産移換依頼書」を印刷のうえ当該社員に配布し必要項目の

記入を当該社員にご指示ください。 

・書類は［資料 7］を、記載方法は［資料 8］を参照ください。 

・必要事項を漏れなく正確にご記入ください。 

 

３．「個人別管理資産移換依頼書」の返送 

記入済みの「個人別管理資産移換依頼書」を、当社宛ご送付ください。 

 

４．「個人別管理資産移換依頼書」の点検 

「個人別管理資産移換依頼書」は、当社が内容を点検します。不備事項があった場合は、

電話等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

５．「個人別管理資産移換依頼書」の登録 

「個人別管理資産移換依頼書」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、ＪＩＳ

＆Ｔ社に送付し、ＪＩＳ＆Ｔ社にて確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

 

 

個人別管理資産の移換結果の確認方法（ご参考） 

１.上記手続きの約１ヶ月後に、加入者の持っていた資産は現金化され、(旧)資産管理機関

から当制度の資産管理機関(野村信託銀行)に自動的に移されます。 

２.資産移換の結果は、ＪＩＳ＆Ｔ社から送付される「移換完了通知書」（［資料 9］参照）

及び「お取引報告書」（［資料 10］参照）によって加入者に通知されます。 

３.なお、移換された資産(現金)により購入される運用商品は、定時拠出の配分指定が準用

されます。 
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Ⅳ．新入社員が入社した場合のお手続き（移換申出書の提出） 

中途入社者で、確定拠出年金以外の企業年金（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年

金連合会）から確定拠出年金に資産移換を希望する加入者がいた場合、希望者は移換元制

度（企業年金）に「移換申出書」を提出する必要があります。 

 

１．「企業年金から確定拠出年金への資産移換のお知らせ」の配布 

企業年金（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年金連合会）から資産移換する場合の

条件や手続き方法を記載した「企業年金から確定拠出年金への資産移換のお知らせ」を、

事務マニュアル資料編［資料 16］よりコピーして、希望者に配布してください。 

 

２．「移換申出書」の配布 

厚生年金基金・確定給付企業年金からの資産移換を希望する加入者には、「移換申出書」の

用紙を事業主様から希望者に配布してください。お手元に用紙がない場合、その旨を当社

にご連絡ください。当社から事業主様に「移換申出書」を電子ファイルで提供いたします。 

 

なお、企業年金連合会からの資産移換の場合、「移換申出書」は希望者本人から企業年金連

合会(0570-02-2666、PHS・IP電話の場合は 03-5777-2666)に請求します。 

 

 

事業主様の手続きは以上です。 

以降の手続きは、希望者、移換元制度、ＪＩＳ＆Ｔ社及び資産管理機関にて行います。事

務フローをご参照ください。 

 



 - 12 - 

Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き（退職・死亡の場合） 

事業主様は、社員が退職等により加入者資格を喪失した場合、「従業員退職等連絡票」を速

やかに提出していただきます。 

提出期限は、退職月の月末（退職日が月末の場合は翌月末）です。 

 

１．「従業員退職等連絡票」の入力 

(1)「従業員退職等連絡票」の提供 

運営管理機関から事業主様に「従業員退職等連絡票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）を

事前にご提供します。 

・お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

 (2)「従業員退職等連絡票」の入力 

「従業員退職等連絡票」に退職または死亡した従業員の情報を入力してください。 

・ 入力方法は［資料 17］をご参照ください。 

・ 退職日（死亡の場合は死亡日）の翌日が加入者資格の喪失日となります。従って、月

末退職の場合、資格喪失月は退職月の翌月となり、退職月の翌月が最終拠出月となり

ます。（月末以外での退職の場合、退職月が最終拠出月となります。） 

 

２．「従業員退職等連絡票」の返送 

入力済の「従業員退職等連絡票」を当社宛ご返送ください。 

・提出期限は、退職月の月末（退職日が月末の場合は翌月末）です。 

 

３．「移換手続きのご案内」の配布 

退職する従業員に、確定拠出年金の資産の持ち運び方法を記載したパンフレット「移換

手続きのご案内」［資料 18］を、事業主様から退職者に配布してください。お手元にパン

フレットがない場合、弊社より現物またはデータをご提供いたしますので、お申し付け

ください。 

 

４．「従業員退職等連絡票」の点検 

「従業員退職等連絡票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、電話

等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

５．「従業員退職等連絡票」の登録 

「従業員退職等連絡票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪ

ＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

６．「加入者登録確認リスト(資格喪失)」の送付 

「従業員退職等連絡票」の登録完了後、「加入者登録確認リスト(資格喪失)」（［資料 19］

参照）を、当社より送信いたしますので、内容をご確認ください。 
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＜ご注意 退職時の年齢によって手続きが異なります＞ 

１．60 歳以上（資格喪失年齢未満）で退職した場合 

確定拠出年金規約にて加入者資格喪失年齢を６１歳以上に引上げている事業主様

の場合、退職後直ぐに受給手続きが行える方と一定の年齢まで受給手続きが行えない

方がおりますので、退職時に郵送される書類の応じた対応を行うよう退職者へご案内

ください。（事務フローにて概要ご説明しておりますので、ご参照ください） 

 

２．60 歳未満で退職した場合 

退職者が退職日の翌日（資格喪失日）が属する月の翌月から起算して６か月を経過

すると国民年金基金連合会（以下「国基連」）へ自動的に移換されてしまいますので、

それまでに退職者自身で移換手続きを行うよう、ご案内願います。 

＜退職者へご説明事項＞ 

・ＪＩＳ＆Ｔ社から郵送される「資格喪失時のお手続きのご案内」（［資料 21］参照）

を参考に移換先を決めること。 

・自動移換された年金資産は、国基連で現金管理となり、運用指図や給付請求が

出来ないこと。また、通算加入者等期間（＊1）にも算入されないこと。 

・手数料（＊2）として、移換時、管理中、移換金を戻す時に退職者の個人別管理資

産から控除されること。 

・自動移換された資産を 60 歳以降に受給するためには、個人型確定拠出年金に移

換する必要があること。 

＊1  通算加入者等期間は、60歳以降に受給するために必要な期間です。 

＊2  手数料は、移換時に 9,133円、現金管理中に月額 52 円、国基連から戻す時 1,100 円かかります。 

 

７．退職者（遺族）のお手続き 

(1)退職の場合 

前記４.の登録処理完了後、以下の書類をＪＩＳ＆Ｔ社から退職者の登録住所に直接郵送

しますので、これら書類を参照のうえ個人別管理資産の移換手続きを行うよう、事前に

退職者にお知らせください。 

「加入者資格喪失手続完了通知書」（［資料 20］参照） 

・資格喪失手続きの完了をお知らせする書類です。 

「資格喪失時のお手続きのご案内」（［資料 21］参照） 

・退職に際して必要なお手続きをご案内する書類です。 

「iDeCo（個人型確定拠出年金）ポータルのご紹介」（［資料 22］参照） 

・個人型確定拠出年金への移換手続きや受付金融機関をご紹介する書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)死亡の場合 

ご遺族の方には特に書類は郵送されません。 

コールセンター（０１２０－９３６－４０１）に電話して死亡給付金受取等の手続きを

行うよう、ご遺族にお知らせください。 

 

〖コールセンター〗 

 ０１２０－９３６－４０１（通話料は無料） 

  （月～金）9：00～20：00 

  （土）  9：00～17：00 

・ 日曜日、祝日（振替休日を含む）、年末年始（銀行休日の日）は休みとなります。 
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８．還付金請求のお手続き 

「従業員退職等連絡票」の提出が遅れ、加入者資格喪失後も誤って掛金を拠出してしま

った場合、当該掛金を還付金として返戻しますので、以下の手続きを行ってください。 

(1)「還付請求書」の提供 

当社にご連絡いただければ、当社から事業主様に「還付請求書」（［資料 23］参照）を電

子ファイルで提供いたします。 

(2)「還付請求書」の記入 

電子ファイルの「還付請求書」を印刷のうえ必要項目を記入ください。 

・事業主様の捺印は不要です。 

(3)加入者同意欄の手配 

「還付請求書」の加入者同意欄への署名を、当該退職者より取り付けてください。 

(4)「還付請求書」の返送 

上記記入済みの「還付請求書」を、当社宛てに宅配便または簡易書留郵便等で送付くだ

さい。 

 

９．還付金・返還金の受領 

従業員の退職に伴って還付金・返還金が発生する場合、ＪＩＳ＆Ｔ社作成の「還付金・

返還金支払報告書」を当社から事業主様宛てに送付します。 

その後、還付金・返還金が、資産管理機関（野村信託銀行）より、事業主様の口座に送

金されます。 

 

【返還金とは】（ご参考） 

規約に定める事業主返還規定（ex. 自己都合または懲戒解雇により勤続３年未満

で退職した場合、資産残高を限度に掛金累計額の１００％を返還）に従い、掛金

の全部または一部が、返還金として返戻されます。 

 

＜返還金の返戻時期＞ 

退職者が手続きを行い、他の企業型や個人型制度等へ資産移換されるタイミング

で返還金が確定し、事業主に返戻されます。 

退職者が手続きを行わない場合は、資格喪失月の翌月から６ヶ月経過した以降に

自動移換されるため、遅くとも資格喪失月の８ヶ月後には返戻されます。 

 

 

＜返還金の計算方法及び徴収される手数料＞ 

「掛金累計額」または「個人別管理資産額より移換手数料（４，０００円及び消

費税相当額）を控除した金額」のいずれか小さい方の金額となります。 

加入記録の保管や他制度への記録の引継ぎ等の移換事務が運営管理機関（JIS&T

社）に発生するため、その分の手数料を徴収させていただいております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ご注意＞ 

確定拠出年金規約にて、「加入者資格喪失年齢を６０歳から６１歳以上に引上げ、６０歳

～加入者資格喪失年齢で中途退職する加入者にも事業主返還規定を適用する」としてい

る事業主様においては、該当者が発生した場合、「従業員退職等連絡票」送付と一緒に「事

業主返還請求書」を起票（記入）のうえ、当社宛てに宅配便または簡易書留郵便等で送

付ください。（事業主返還請求書（専用帳票）は当社にお問合せください） 
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Ⅴ．社員が退職した場合のお手続き（資格喪失年齢到達の場合） 

社員が資格喪失年齢に到達したときに必要となる、加入者（拠出者）から運用指図者に変

更するための手続きです。 

 

１．資格喪失年齢到達に関する書類の送付 

資格喪失年齢到達者の誕生月の前月上旬、ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛てに以下の書類を

送付します。 

(1)「年齢到達による運用指図者資格取得対象者一覧」（［資料 24］参照） 

・資格喪失年齢到達者の一覧表です。 

・資格喪失年齢到達日とは、到達年齢の誕生日の前日を指し、この日に加入者資格を喪

失し、運用指図者資格を取得します。従って、誕生日が１日の方の場合、資格喪失月

は誕生日の前月となり、誕生日の前月が最終拠出月となります。（誕生日が２日以降の

方の場合、誕生月が最終拠出月となります。） 

(2)上記一覧表のご案内書類 

・書類の手続について記載がありますが、総合型プランの場合は、下記２.の手順でお手

続きください。 

 

２．「年齢到達による運用指図者資格取得対象者一覧」の記載内容確認 

(1)この一覧リストに記載された対象者、住所等に相違がないか否かご確認ください。 

＜確認点＞ 

・住所、氏名、生年月日及び性別等が相違していないか 

・退職などで既に加入者資格を喪失していないか、最終拠出(納付)月は正しいか 

・一覧リストに記載のない対象者がいないか 

・一覧リストの制度移行有無情報の内容に誤りがないか 

(2)上記確認点について相違がある場合は、お手数ですが、当社宛てにご連絡ください。 

 

３．資格喪失年齢到達者のお手続き 

資格喪失年齢到達月の翌月上旬に、以下の書類をＪＩＳ＆Ｔ社から到達者の登録住所に直

接郵送します。 

(1)「加入者資格喪失及び運用指図者資格取得通知書」（［資料 25］参照） 

(2)「運用指図者の手引き」（［資料 26］参照） 

 

資格喪失年齢到達時点での老齢給付金の受給権がある（＝通算加入者等期間が１０年以上

ある）場合、上記(2)の書類に代えて、老齢給付金受け取りのための手続き書類が同封され

ます。 

・受給権の有無は、本人は上記(1)の書類で確認できます。 
 

受給権がない方には、郵送される書類を一読のうえ保管しておくよう、事前に資格喪失年

齢到達者にお知らせください。 

受給権がある方には、給付金の受け取りを希望する場合は、老齢給付金裁定請求手続きを

行っていただくよう、事前に資格喪失年齢到達者にお知らせください。 

 



 - 16 - 

Ⅵ．事業主様情報及び制度内容の変更のお手続き 

 

事業主様情報の変更及び確定拠出年金制度の内容を変更する場合の手続きとなります。 

 

１．事業主様情報を変更する場合 

事業主様情報とは主に次の事項の変更となります。 

・ 登記上の事業主の名称及び住所 

・ 厚生年金保険適用事業所の名称及び所在地 

・ 代表者の肩書及び氏名 

・ 書類送付先のご担当（ご担当部署、住所・℡） 

 

上記変更手続きにつきましては、次の資料（[資料 27]）を当社から電子メールで送信

いたしますので、ご連絡願います。 

・規約変更手続きのご案内（１．住所・社名等の変更） 

・住所・社名変更等に関する規約等変更申出書 

 

２．制度内容を変更する場合 

制度内容の変更とは主に次の事項の変更となります。ただし、変更内容によっては法

令等により認められない場合がありますのでご留意願います。 

・ 資格喪失年齢の変更 

・ 事業主返還規定の変更 

・ 加入者範囲の変更 

・ 他制度からの移行 

・ 制度廃止（脱退） 

 

上記変更手続きにつきましては、次の資料（[資料 27]）を当社から電子メールで送信

いたしますので、ご連絡願います。 

・規約変更手続きのご案内（２．制度内容の変更） 

・制度内容等に関する規約変更等変更申出書 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他 ご留意いただきたい事項＞ 

 

１．還付金・返還金の振込先口座の変更 

ＪＩＳ＆Ｔに登録しております還付金・返還金の振込先口座を変更する場合は、

別途ご連絡をお願いします。 

ＪＩＳ＆Ｔに提出が必要な「還付金・返還金受取口座届」 を、事業主様にご記入

いただく場合がありますので、その際はご協力願います。 

 

２．代表者の肩書・氏名及び印鑑(実印)の変更 

別途、野村信託銀行との信託契約の変更手続きが必要となります。 

必要書類や変更手続きについては、野村信託銀行から貴社ご担当者様宛てに直接

ご案内いたしますので、ご対応願います。 

 

※ 変更手続きには一定の期間を要しますのでご注意願います。 
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Ⅶ．制度移行のお手続き（商品購入準備） 

退職給与規程からの分割移換を行う場合、移換金の運用商品の配分指定を定時拠出の配分

指定とは別に設定することができます。 

この指定は、原則、加入者がインターネット等で行います。ご指定がない場合、定時拠出

の配分指定が準用されます。 

 

１．制度移換金の配分指定 

インターネット（パソコン・スマホ）やコールセンターを利用して登録します。 

 ＜受付期間＞ 

  拠出日（原則２５日）の４週間前から３営業日前の１７時３０分 

※移換金の配分指定を行わなかった場合、定時拠出の配分割合が準用されます。 

 

２．２回目以降の移換金の配分指定 ＊退職給与規程からの分割移換で発生します 

２回目以降の配分指定を変更することも可能です。その場合もインターネットまたは

コールセンターを利用して登録します。 

 ＜受付期間＞ 

  拠出日（原則２５日）の４週間前から３営業日前の１７時３０分 

※配分指定の登録を行わなかった場合、前回の移換金の配分割合が準用されます。 

 

 

配分指定書による登録について 

 

移換金の配分指定を導入時の定時拠出の配分指定と同様、配分指定書により行うことも可能です。 

その場合、別途、「配分指定書（制度移行用）」の作成期間が必要となるため、移換金拠出の２ヶ月前迄に

お申出願います。なお、移換金拠出の時期が初回拠出の時期に近い場合は、「Ⅰ.制度導入時のお手続き（商

品購入準備）」と同時かつ早目の加入者登録をお願いします。 

 

１．「配分指定書（制度移行）」の配布 

ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛に「配分指定書（制度移行）」を送付しますので、加入者に配布して掛金

の各商品への配分割合を記入するようご指示ください。 

・ 記載方法は［資料 28］をご参照ください。 

 

２．「配分指定書（制度移行）」の返送 

「配分指定書（制度移行）」を加入者から回収し取りまとめの上、当社宛ご返送ください。 

 

３．「配分指定書（制度移行）」の点検 

「配分指定書（制度移行）」は、当社が内容を点検します。不備事項があった場合は、メール等で事業

主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

 

４．「配分指定書（制度移行）」の登録 

「配分指定書（制度移行）」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、ＪＩＳ＆Ｔ社に送付し、

ＪＩＳ＆Ｔ社にて確定拠出年金システムに登録を行います。 
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Ⅶ．制度移行のお手続き（制度移行金の拠出） 

退職給与規程からの分割移換を行う場合に必要となる手続きです。 

 

１．「制度移行内容登録票」の入力（制度移行月前月） 

(1)「制度移行内容登録票」の提供 

運営管理機関から事業主様に「制度移行内容登録票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）を事

前にご提供します。 

・お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

(2)「制度移行内容登録票」の入力 

「制度移行内容登録票」に必要項目を入力してください。 

・入力方法は［資料 29］をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

２．「制度移行内容登録票」の送付（制度移行月前月２５日迄） 

入力済の「制度移行内容登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「制度移行内容登録票」の点検・登録（制度移行月前月末日迄） 

(1)点検 

「制度移行内容登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、電話等

で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

(2)登録処理 

「制度移行内容登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪ

ＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

４．「制度移行金」の口座振替（制度移行月１３日） 

制度移行月１３日に、その月に拠出する掛金に制度移行金を加算した金額を、事業主様所

定の銀行口座から口座振替いたします。 

 

５．「制度移行確認リスト」の送付 

登録完了後、そのお知らせとして「制度移行確認リスト」（［資料 30］参照）を当社から事

業主様宛へ電子メールで送信いたしますので、ご確認のうえ保管いただくようお願いいた

します。 

 

６．「制度移行商品別購入連絡表」の送付 

「制度移行商品別購入連絡表」（［資料 31］参照）を当社から事業主様宛へ電子メールで送

信いたしますので、参考資料としてご利用ください。 

 

＜ご注意＞ 

制度移行内容登録票の制度移行金額は、分割移換する 1 回分の金額を記入願います。 

（例）退職給付規程等の改廃により移換する金額 400万円を 4回で移行するとした場合、

制度移行金額欄は 100 万円（均等分割）を記入します。 
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Ⅶ．制度移行のお手続き（分割移換の２回目以降） 

退職給与規程からの制度移行（分割移換）で必要となる手続きです。 

 

１．「（過年度）制度移行内容登録票」の入力（制度移行月前月） 

(1)「（過年度）制度移行内容登録票」の提供 

当社から事業主様に「（過年度）制度移行内容登録票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）を

提供します。 

・パスワード設定したファイルを電子メールで送信します。 

(2)「（過年度）制度移行内容登録票」の入力 

「（過年度）制度移行内容登録票」に必要項目を入力してください。 

・入力方法は［資料 32］をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

２．「（過年度）制度移行内容登録票」の返送（制度移行月前月２５日迄） 

入力済の「（過年度）制度移行内容登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「（過年度）制度移行内容登録票」の点検・登録（制度移行月前月末日迄） 

(1)点検 

「（過年度）制度移行内容登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合

は、電話等で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

(2)登録処理 

「（過年度）制度移行内容登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当

社にてＪＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

４．「制度移行金」の口座振替（制度移行月１３日） 

制度移行月１３日に、その月に拠出する掛金に制度移行金を加算した金額を、事業主様所

定の銀行口座から口座振替いたします。 

 

５．「制度移行確認リスト」の送付 

登録完了後、そのお知らせとして「制度移行確認リスト」（［資料 30］参照）を当社から事

業主様宛へ電子メールで送信いたしますので、ご確認のうえ保管いただくようお願いいた

します。 

 

６．「制度移行商品別購入連絡表」の送付 

「制度移行商品別購入連絡表」（［資料 31］参照）を当社から事業主様宛へ電子メールで送

信いたしますので、参考資料としてご利用ください。 

＜ご注意＞ 

制度移行内容登録票の制度移行金額は、分割移換する 1 回分の金額を記入願います。 

（例）退職給付規程等の改廃により移換する金額 400万円を 4回で移行するとした場合、

制度移行金額欄は 100 万円（均等分割）を記入します。 
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Ⅶ．制度移行のお手続き（加入者資格喪失時の一括移換） 

退職給与規程からの制度移行（分割移換）で必要となる手続きです。 

全ての分割移換の拠出が完了していない加入者が、退職等により加入者資格を喪失した場

合、分割移換の未了分を一括して拠出する必要があり、「一括移換内容登録票」を速やかに

提出していただきます。 

・「一括移換内容登録票」の提出期限は、加入者資格喪失月の２５日迄です。 

・一括移換金の口座振替は、加入者資格喪失月の翌月１３日です。 
 

【加入者資格喪失月とは】 

・退職(月末)  

・退職(月末以外) 
加入者資格喪失年齢 60 歳の場合 

・60 歳（1 日生れ） 

・60 歳（1 日以外生れ) 

：退職日の翌月 

：退職月 

 

：誕生日の前月 

：誕生月 

 

１．「一括移換内容登録票」の入力 

(1)「一括移換内容登録票」の提供 

運営管理機関から事業主様に「一括移換内容登録票」（ＥＸＣＥＬの入力用フォーム）を

事前にご提供します。 

・お手元にない場合、ご連絡いただければ、当社から電子メールで送信します。 

(2)「一括移換内容登録票」の入力 

「一括移換内容登録票」に退職あるいは加入者資格喪失年齢に到達した従業員の情報を

入力してください。 

・入力方法は［資料 33］をご参照ください。 

 

２．「一括移換内容登録票」の返送（加入者資格喪失月の２５日迄） 

入力済の「一括移換内容登録票」を当社宛電子メールで送信ください。 

 

３．「一括移換内容登録票」の点検・登録（加入者資格喪失月の月末迄） 

(1)点検 

「一括移換内容登録票」の内容を、当社が点検します。不備事項があった場合は、電話等

で事業主様に照会のうえ不備解消しますので、ご協力お願いします。 

(2)登録処理 

「一括移換内容登録票」は当社で点検後（不備があった場合は不備解消後）、当社にてＪ

ＩＳ＆Ｔ確定拠出年金システムに登録を行います。 

 

４．一括移換金の口座振替（加入者資格喪失月の翌月１３日） 

加入者資格喪失月の翌月に一括移換するので、一括移換月の１３日に、その月に拠出する

掛金に一括移換金を加算した金額を、事業主様所定の銀行口座から口座振替いたします。 

 

５．「一括移換確認リスト」の送付 

登録完了後、そのお知らせとして「一括移換確認リスト」（［資料 34］参照）を当社から事

業主様宛に送信いたしますので、ご確認のうえ保管いただくようお願いいたします。 

・一括移換された資産は、現金のまま保有・管理されます。そのままでは運用されてい

ない状態ですので、早めの移換手続き（資格喪失年齢到達者はスイッチング）を促し

てください。 
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Ⅷ．その他  

１．「お取引状況のお知らせ」の配布 

ＪＩＳ＆Ｔ社から事業主様宛に加入者の資産残高や取引内容などが記載された「お取引状

況のお知らせ」を毎年２回（４月下旬と１０月下旬）送付しますので、加入者に配布して

ください。 

なお、お取引状況のお知らせの電子化（加入者ＷＥＢ上での閲覧・ダウンロード）を選択

された加入者には、送付されません。 

２．「確定拠出年金ガイドブック」等の注文 

各種資料は運営管理機関（あいおいニッセイ同和損害保険）からのご提供となります。 

ガイドブックは、ガイドブック、手続きガイド、商品ガイドの 3種類あります。製本冊子

は有償でのご提供となり、商品ガイドはデータ提供（PDF）のみとなります。 

製本冊子のお申し込みは、次の Microsoft Forms（以下「Forms」という。）にて、ご注文

願います。 

≪資料一覧≫ 
種 類 単価(税別) 

(1)確定拠出年金 ガイドブック 製本冊子 @350 円 

(2)確定拠出年金 手続きガイド 製本冊子 @350 円 

(3)確定拠出年金 商品ガイド PDF - 

(4)漫画でわかる確定拠出年金 製本冊子 @200 円 

＜備考＞ 

・ガイドブック等の配送・梱包費（実費）が別途かかります。 

・ご請求書は、発送日の翌月中旬頃にお送りいたします。 

≪ご注文≫ 

ご注文は、次の URLまたは二次元コードからリンクされる Formsでお願いします。 

・URL  ： https://forms.office.com/r/Ky2RMbwGXP 

・二次元コード ： 

 

 

 

 

 

 

 

≪その他≫ 

説明会等（投資教育）で講師派遣（有料）をご希望される場合も、上記 URL または二次

元コードよりお申込ください。 

 

〔Ver.2〕 

https://forms.office.com/r/Ky2RMbwGXP
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３．「確定拠出年金加入証明書」の発行について 

確定拠出年金の導入している事業所を証明する「確定拠出年金加入証明書」の発行をご希

望の場合、次の以下「Forms」にてお申込み願います。 

お申込みいただいてから、3営業日以内に発送いたします。 

≪お申込み≫ 

お申込みは、次の URLまたは二次元コードからリンクされる Formsでお願いします。 

・URL  ： https://forms.office.com/r/H27YXJfnRh 

・二次元コード ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

〔Ver.2〕 

https://forms.office.com/r/H27YXJfnRh


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資  料  編 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員番号 氏名（カナ・姓） 氏名（カナ・名） 氏名（漢字・姓） 氏名（漢字･名） 基礎年金番号 性別
生年月日

の元号

生年月日

（和暦）
（YYMMDD）

(10桁） (10桁） (10桁） (20桁） (20桁） (10桁） (1桁） (1桁） (6桁）
0001 アイオイ タロウ 相生 太郎 1234567890 1 1 590101
0026 エビス リョウタ 恵比寿 良太 0000000000 1 2 061005

従業員番号を半角
数字１０桁以内で桁
数を揃えて入力して
下さい。桁数が揃っ

ていないと帳票出力
などで出力順が乱
れるおそれが有りま

す。
例
00001
00012

01010

氏名の姓を全角カタカナ
で入力してください。

氏名の名を全角カ
タカナで入力してく
ださい。

氏名の姓を漢字で
入力してください。
外字が混在する場
合は、エラーとな

るおそれが有りま
すので、外字の使
用はお控え下さ

い。

氏名の名を漢字で
入力してください。
外字が混在する場
合は、エラーとなる

おそれが有ります
ので、外字の使用
はお控え下さい。

基礎年金番号を半
角数字10桁で入力
してください。
新入社員で基礎年

金番号がまだ決
まってない場合、こ
の欄にオールゼロ

１０桁で
0000000000
と入力します。
決定後、「従業員属

性変更登録票」を提

出し、正しい番号に変

更してください。

1：男性
2：女性

1：昭和
2：平成

和暦の生年
月日を半角
数字で入力
してください。

 

 

 

郵便番号 住所（漢字） 住所（漢字・補足1） 住所（漢字・補足２） 住所（カナ）

(7桁） (60桁） (40桁） (40桁） (60桁）
1110001 東京都渋谷区恵比寿１－１－１ トウキョウトシブヤクエビス１－１－１
1150030 東京都渋谷区〇〇２－５－１ △ハイツ１０１号 トウキョウトシブヤクマルマル２－５－１

郵便番号を半角
数字7桁で入力し

て下さい。

例）1230001

 - やスペースな

ど、数字以外の
文字は入力しな

いでください。

従業員の住所を漢字で入力してください。
外字が混在する場合はエラーとなるおそれが有りますので、外

字の使用はお控え下さい。

従業員の住所を漢字で入力してくださ
い。

外字が混在する場合はエラーとなるおそ

れが有りますので、外字の使用はお控え
下さい。

従業員の住所を漢字で入
力してください。

外字が混在する場合はエ

ラーとなるおそれが有りま
すので、外字の使用はお

控え下さい。

従業員の住所を全角カタカナで入力してください。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用出来ませんので、１,２ と入力して下さい。

 

 

 

 

 

 

[資料 1] 従業員属性登録票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントをご確認の上、入力願います。 

２．ピンク色の項目は入力必須です。 

３．「従業員番号」は、変更時のキー情報（本人特定用）となりますので、正確に入力願います。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

 (4)全角と半角の入力にご注意ください。 



住所（カナ・補足1） 住所（カナ・補足２）
電話番号（自宅）

の市外局番

電話番号（自宅）の

局番

電話番号（自宅）の

番号

入社年月日

（YYYYMMDD）

資格取得年月日

（YYYYMMDD）

(40桁） (40桁） (5桁） (4桁） (4桁） (8桁） (8桁）
03 0123 1234 20060401 20240401

サンカクハイツ１０１ゴウ 080 1234 5678 20180410 20240401

従業員の住所を全角カタカナで入力してください。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用出来ませんので、１,
２ と入力して下さい。

従業員の住所を全角カタカナで
入力してください。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用
出来ませんので、１,２ と入力し
て下さい。

従業員の自宅電話
番号の市外局番を
半角数字5桁以内で
入力してください。

携帯電話の場合、３
つに区切って入力し
てください。

電話がない場合、こ
の欄にオールゼロ１
３桁で
0000000000000
と入力してください。

従業員の自宅電話番
号の局番を半角数字4
桁以内で入力してくだ
さい。

携帯電話の場合、３つ
に区切って入力してく
ださい。

電話がない場合、この
欄はブランクとしてくだ
さい。

従業員の自宅電話番
号の下4桁の番号を
半角数字で入力して
ください。

携帯電話の場合、３
つに区切って入力し
てください。

電話がない場合、こ
の欄はブランクとして
ください。

入社年月日を西
暦で半角数字で
入力してくださ
い。

資格取得年月日を
西暦で半角数字で
入力してください。
「資格取得年月
日」とは規約に定
められている、加
入者が資格を取得
する年月日のこと
を指します。

標準的な規約の場
合、制度導入時は
規約の施行日、規
約施行後は入社
日となります。
希望者のみが加
入する設計では、
加入を希望した日
とすることも可能で
す。

 
 

 

企業年金加入有無区分
拠出開始年月

（YYYYMM）
掛金額

生年月日

（西暦）
（YYYYMMDD）

メールアドレス
電子化同意

状況

(1桁） (6桁） (6桁） (8桁） (100桁） (1桁）
2 202405 7***
2 202405 5***

拠出開始年月を
西暦で半角数字
で入力してくださ

い。
「拠出開始年月」
とは掛金を資産
管理機関に納付
する最初の月の
ことを指し、資格

取得年月日の翌
月が拠出開始月
となります。

従業員毎の
掛金額を半角
数字で入力し
てください。

*手数料相当
額（消費税込
の***円）を加
えた額を入力
願います。
手数料額は、

事務マニュア
ル本編（Ⅱ．
掛金拠出のお
手続き）を参
照ください。

生年月日を西
暦で入力する
場合にのみ使
用します。

この欄に入力し
た場合は、
和暦の生年月
日欄(Ｌ列,Ｍ列)
を必ずブランク
としてください。

「お取引状況のお知らせの
電子サービス（WEB閲覧）」
及び「パスワードの即時再
設定サービス」をご希望の
場合に入力願います。

上記２つのサービスの利
用には、メールアドレスの
登録が必須となります。

WEB閲覧を利
用する場合に
「1」を入力してく
ださい。

標記は電子化
同意状況となっ
ていますが、個
別同意取得は
不要です。

WEB閲覧に関
する周知をお願
いします。

他制度(確定給付企業年
金、厚生年金基金、私立学
校教職員共済制度、石炭
鉱業他制度)に加入してい

る場合は「1」、加入してい
ない場合は「2」を入力して
ください。

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 2］ 加入者登録確認リスト（口座開設） 

処理内容 口座開設

作成日　20YY.MM.DD

1　/　1　/　1ページ

 

企業番号／企業名 2345678

事業所番号／事業所名 9876543210

契約合計（件数） 2件

事業所合計（件数） 2件

企業合計（件数） 2件

0004567890
業務システム部

データ 1234567890　　5544332211　　　男　　　昭和25年　1月　3日　　　　　　　　　　　　　9876543210
山田　　　　　　　　　　太郎　　　　　　　　　　　　　　　　ﾔﾏﾀﾞ　　　　　　　　　ﾀﾛｳ

　
2013/01/01　　　　　　　加入　　　　　　　　　　　　　2014/10/01　　　　　　2014/11      10,000
220-8122　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　XXX-XXX-XXXX

横浜市西区２－２－１－１　横浜ランドマークタワー２２Ｆ
XXXXXX@XXXX.jp                                                                  　ＷＥＢによる通知

0004567891
業務センター

データ 1234567891　　5544332210　　　女　　　昭和25年　1月　3日　　　　　　　　　　　　　9876543211
山田　　　　　　　　　　花子　　　　　　　　　　　　　　　　ﾔﾏﾀﾞ　　　　　　　　　ﾊﾅｺ

鈴木　　　　　　　　　　花子　　　　　　　　　　　　　　　　ｽｽﾞｷ　　　　　　　　　ﾊﾅｺ
2013/01/01　　　　　　　加入　　　　　　　　　　　　　2014/10/01　　　　　　2014/11      10,000

220-8122　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　XXX-XXX-XXXX
横浜市西区２－２－１－１　横浜ランドマークタワー２２Ｆ
YYYYYY@YYYY.jp                                                                　  紙による通知

  □□□事務所

所属番号
所属名

受付
経路

従業員番号　　基礎年金番号　　性別　　生年月日（和暦）　　　生年月日（西暦）　　加入者口座番号

加入者氏名（漢字）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加入者氏名（カナ）
社内氏名（漢字）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　社内氏名（カナ）

入社年月日 企業年金等加入有無区分 加入者資格取得年月日 拠出開始年月  事業主掛金額
郵便番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

住所（漢字）
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子化同意状況

確定拠出年金  加入者登録確認リスト

  ○○○確定拠出プラン

  ○○○株式会社

契約番号／契約名 1234567



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 3］ 口座開設のお知らせ（企業控） 

作成日　20YY.MM.DD
1/　　1/　　1ﾍﾟｰｼﾞ

口座登録日     20YY.MM.DD

年金    太郎

27186 1548100018 篠田    博子

27186 1910100013

27186 総務部 20033 1234567890

河原    宗一

  ○○○株式会社

 倉田     紘一

加入者名

  内幸町支店

18169

19280

総務部

総務部

27186 総務部 15021 1826100016

所属番号 所属名 従業員番号 加入者口座番号

企業 2345678

事業所 8303

契約 1234567   ○○○ 確定拠出プラン

確定拠出年金  口座開設のお知らせ（企業控）

加入者名に外字等ＪＩＳ＆Ｔのシステ

ム対応外の文字が含まれている場合、

加入者名欄はカタカナ表示となります

ので、ご了承願います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【口座開設のお知らせ】は再発行できません。 

保管には充分ご注意ください。 

このたび、右記のとおり確定拠出年金の口座を開設いたし

ましたので、お知らせします。 

なお、お客様の『加入者口座番号』は、別送の「確定拠出

年金 パスワード設定のお知らせ」にてご連絡する『パス

ワード』とともにお取引きの際に必要となりますので、大

切に保管してください。 

 

https://www.ooo.ooo.jp 

(事業主掛金額 18,000 円 加入者掛金額   0 円) 

[資料 4］ 口座開設のお知らせ 

【加入者口座番号】 

JIS&T で採番した加入者口座番号が記載されています。 

 

加入者口座番号は、加入者が、コールセンターやインターネ

ットのサービスを利用する場合、必要になります。その他、

加入者宛のお知らせや、企業宛の書類等にもこの番号が記載

されます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 5］ パスワード設定のお知らせ 

加入者がインターネットを利用する時に使用するパスワードです。 

このパスワードは加入者に通知するもので、企業にはお知らせしません。 

加入者がパスワードを失念した場合は、コールセンターやインターネットのサ

ービスにてパスワード再発行の手続きを受け付けます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

下記①～③以外の項目は、予め印刷されています。従業員様に配布する際、お間違えのない

ようご注意ください。 

なお、印刷されている氏名等に間違いがある場合、訂正せずにご連絡ください。 

① 記入日 ： 記入した日付を記入します。 

② 氏 名 ： 戸籍上の氏名を記入します。 

③ 配分割合 ： １％単位で記入し、合計が１００％となるようにします。 

加入者本人が、黒ポールペン（鉛筆不可）ではっきりとご記入してください。 

毎月の掛金（=定時拠出）で購入する

商品の配分指定を行います。 

[資料 6］ 配分指定書（定時拠出）の記載方法 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

[資料 7］ 個人別管理資産移換依頼書 

「個人別管理資産移換依頼書」は代表事

業主へ依頼願います。 

 

記入日は、実際の記入日を記入願います。 

契約番号と契約名は、本マニュアル「は

じめに」に記載してありますので、ご確

認の上、記入願います。 

その他の記入方法等は『［資料 15］ 個

人別管理資産の移換手続きガイド』をご

参照願います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 8］ 個人別管理資産の移換 お手続きガイド 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 9］ 移換完了通知書 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 10］ お取引報告書 



作成日　20YY.MM.DD

1/　　1/　　1ﾍﾟｰｼﾞ

拠出予定日  20YY.MM.DD

（拠出休止）

加入者数 000,004

休止者数 000,001

事業所合計 00,000,048,000

27186 19280          　　 1910100013 12000　　　　　　
総務部 河原                       宗一

27186 18169          　　 1548100018 12000　　　　　　
総務部 篠田                       博子

27186 15021          　　 1826100016 24000　　　　　　
総務部 倉田                       紘一

27186 20033         　　  1234567890 0　　　　　　
総務部 年金                       太郎

内幸町支店

所属番号
所属名

従業員番号   加入者口座番号
加入者名

備考他制度掛金相当額(円)

確定拠出年金   掛金拠出予定明細表

契約 1234567 ○○○確定拠出プラン

企業 2345678 ○○○株式会社

事業所 8303

10,000

掛金額（円）

35,000

15,000

0

10,000

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 11］ 掛金拠出予定明細表・掛金変更明細表 



作成日　20YY.MM.DD

1/　　1/　　1ﾍﾟｰｼﾞ

拠出予定日  20YY.MM.DD

他制度有無   掛金相当額 他制度有無   掛金相当額 他制度掛金相当額

　　　　   掛金額 1,234,567 32,000 36,000 4,000

　　　　   他制度 2,345,000 50,000 45,000 -5,000
掛金変更件数 4

事業所番号／事業所名 8303   内幸町支店

契約番号／契約名 1234567   ○○○確定拠出プラン

企業番号／企業名 1234567   ○○○株式会社

掛金額事業所合計 事業所
合計

総務部 水谷                      修司 掛金変更

           12,000

加入     10,000

             2,000

                  0

総務部 篠田                      博子 掛金変更

27189 28845          　　 4715100016 20YY.MM.DD
データ

           10,000

加入     10,000

            12,000

加入      20,000

             12,000

                   0

27189 18169          　　 1826100021 20YY.MM.DD
データ

                   0

加入      20,000

            -12,000

                    0営業第二部 年金                      太郎 掛金変更

データ
            12,000

非加入         0

                   0

非加入          0

営業第一部 平田                      裕一 掛金変更

            12,000

加入      15,000

27186 38211       　　    9075102609

27187 20033          　　 1234567890 20YY.MM.DD

20YY.MM.DD
データ

          10,000

加入     20,000

受付
経路

             2,000
 

           -5,000

（変更後）
掛金額

掛金額/他制度掛金相当額(円)

（変更前）
掛金額

所属番号
所属名

従業員番号     加入者口座番号
加入者名

変更受付年月日
変更事由

　　　　　差引

掛金額

確定拠出年金   掛金変更明細表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 12］ 定時拠出商品別購入連絡票 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 13］ 掛金変更登録票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントをご確認の上、入力願います。 

２．ピンク色の項目は入力必須です。 

３．「従業員番号」は、既登録データとマッチングするキー情報（本人特定用）となりますので、正確

に入力願います。 

４．当月の拠出に変更を反映させる為には、その前月末までに登録する必要があります。 

５．入力する加入者は掛金変更のある加入者分です。 

  ただし、対象者の抽出が困難な場合は、全加入者分（変更のない加入者を含む）でもＯＫです。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

 (4)全角と半角の入力にご注意ください。 

従業員番号
氏名

（カナ・姓）
氏名

（カナ・名）
加入者

口座番号
企業年金

加入有無区分

(10桁） (10桁） (10桁） (10桁） (1桁)
0007 1
0018 1
0035 2
入力は必須です。

ただし、「加入者口

座番号」を入力した

場合は省略できま
す。

入力は任意です。

氏名の姓を全角カ

タカナで入力してく

ださい。

入力は任意です。

氏名の姓を全角カ

タカナで入力してく

ださい。

入力は任意です。

ただし、「従業員番

号」を省略した場合

は入力してくださ
い。

他制度(確定給付企業
年金、厚生年金基金私

立学校教職員共済制

度、石炭鉱業年金基金)

に加入している場合は
「1」 を、その他の場合

は「2」を入力してくださ

い。

拠出変更
開始年月
(YYYYMM)

変更後
事業主掛金額

変更後
加入者掛金額

変更後
他制度掛金相当額

他制度掛金相当額
0円区分

(6桁) (6桁) (6桁) (6桁) (1桁)
202412 15*** 10000 7000
202412 8*** 5000 0 1
202412 5*** 5000
掛金を変更する年月を

西暦で半角数字で入力
してください。

当月の拠出に変更を反
映させる為には、その

前月末までに登録する
必要があります。

事業主が拠出する従業

員毎の変更後の掛金額
を半角数字で入力してく

ださい。
*手数料相当額（消費税

込の***円）を加えた額
を入力願います。

手数料額は、事務マ
ニュアル本編（Ⅱ．掛金

拠出のお手続き）を参
照ください。

加入者自身が拠出する

従業員毎の変更後の
掛金額を半角数字で入

力してください。
事業主掛金額以下かつ

事業主掛金額との合計
で拠出限度額以下とす

る必要があります。

他制度加入の場合は必

ず入力ください。他制度
に加入していない場合

は、入力不要です。
他制度掛金額は1,000

円単位です。500円未
満は「0」を、500円以上

1,000円未満は「1,000」
を入力してください。

他制度加入で他制度掛

金相当額が500円未満
の場合「1」を入力くださ

い。
他制度加入がない場

合、他制度掛金相当額
が500円以上の場合

は、入力不要です。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員番号
氏名

（カナ・姓）
氏名

（カナ・名）
加入者

口座番号
更新情報

氏名（カナ・姓）
更新情報

氏名（カナ・名）
更新情報

氏名（漢字・姓）
更新情報

氏名（漢字･名）

(10桁） (10桁） (10桁） (10桁） (10桁） (10桁） (20桁） (20桁）

0001 アイオイ タロウ 相生 太郎

0026 エビス リョウタ 恵比寿 良太

変更の有無に
係わらず入力
必須です。

郵便番号を半
角数字7桁で入
力して下さい。

例）1230001
 - やスペース
など、数字以外

の文字は入力
しにないでくだ
さい。

変更の有無に係わらず
入力必須です。

氏名の姓を全角カタカ
ナで入力してください。

変更の有無に係わらず
入力必須です。

氏名の名を全角カタカ
ナで入力してください。

入力は任意です。

氏名の姓を全角カ

タカナで入力してく
ださい。

入力は任意です。

氏名の名を全角カ

タカナで入力してく
ださい。

入力は必須です。

従業員番号を半

角数字で「従業員
属性登録票」入力
時の番号で入力し

てください。

ただし、「加入者口
座番号」を入力し

た場合は省略でき
ます。

入力は任意です。

ただし、「従業員番

号」を省略した場
合は入力してくだ
さい。

変更の有無に係わらず入力必
須です。

氏名の姓を漢字で入力してくだ
さい。

外字が混在する場合はエラー
となるおそれが有りますので、
外字の使用はお控え下さい。

変更の有無に係わらず入力必
須です。

氏名の名を漢字で入力してくだ
さい。
外字が混在する場合はエラー

となるおそれが有りますので、
外字の使用はお控え下さい。

 

 

 

更新情報

郵便番号

更新情報

住所（漢字）

更新情報

住所（漢字・補足1）

更新情報

住所（漢字・補足２）

更新情報

住所（カナ）

更新情報

住所（カナ・補足1）

更新情報

住所（カナ・補足２）

(7桁） (30桁） (20桁） (20桁） (30桁） (20桁） (20桁）

1110001 東京都渋谷区恵比寿１－１－１ トウキョウトシブヤクエビス１－１－１

1150030 東京都渋谷区〇〇２－５－１ 〇〇ハイツ５０５号 トウキョウトシブヤクマルマル２－５－１ マルマルハイツ５０５ゴウ

変更の有無に係わらず入力必須です。

従業員の住所を全角カタカナで入力してくださ

い。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用出来ませんので、
１,２ と入力して下さい。

変更の有無に係わらず、当該
住所があれば、入力必須です。

従業員の住所を全角カタカナで
入力してください。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用
出来ませんので、１,２ と入力し
て下さい。

変更の有無に係わらず、当該
住所があれば、入力必須で
す。

従業員の住所を全角カタカナ
で入力してください。
ローマ数字（Ⅰ,Ⅱ 等）は使用
出来ませんので、１,２ と入力し

て下さい。

変更の有無に
係わらず入力
必須です。

郵便番号を半
角数字7桁で入
力して下さい。

例）1230001
 - やスペース
など、数字以外
の文字は入力
しにないでくだ

さい。

変更の有無に係わらず入力必須です。

従業員の住所を漢字で入力してください。
外字が混在する場合はエラーとなるおそれが
有りますので、外字の使用はお控え下さい。

変更の有無に係わらず、当該
住所があれば、入力必須で
す。

従業員の住所を漢字で入力し
てください。
外字が混在する場合はエラー

となるおそれが有りますので、
外字の使用はお控え下さい。

変更の有無に係わらず、当該
住所があれば、入力必須で
す。

従業員の住所を漢字で入力し
てください。
外字が混在する場合はエラー

となるおそれが有りますので、
外字の使用はお控え下さい。

 

 

 

 

 

 

１．各項目の吹き出しコメントをご確認の上、入力願います。 

２．ピンク色の項目は、変更の有無に係わらず入力必須です。 

３．「従業員番号」は、既登録データとマッチングするためのキーとなりますので、正確に入力願います。 

４．項目名に「更新情報 ～ 」と表記されている列は、変更後の内容を入力して下さい。 

  ピンク色の項目で変更のない場合は、既登録データを再度入力して下さい。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

[資料 14］ 従業員属性変更登録票の入力方法 



更新情報

電話番号（自
宅）の市外局

番

更新情報

電話番号（自
宅）の局番

更新情報

電話番号（自
宅）の番号

更新情報

従業員番号

更新情報

氏名変更年月日
（YYYYMMDD）

更新情報

住所変更年月日
（YYYYMMDD）

更新情報

基礎年金番号

更新情報

性別

更新情報

生年月日
(元号)

(5桁） (4桁） (4桁） (10桁） (8桁） (8桁） (10桁） (1桁） (1桁）

03 0123 1234 0001 1234567890

03 1234 5678 0026 1234567899

修正する場合
に入力します。

1：男性
2：女性

修正する場合
に入力します。

1：昭和
2：平成

変更の有無に係
わらず入力必須で
す。

従業員番号を半
角数字１０桁以内
で桁数を揃えて入
力して下さい。桁
数が揃っていない
と帳票出力などで
出力順が乱れるお
それが有ります。
例
00001
00012
01010

変更が有った場合
に入力します。

変更後氏名の使
用開始年月日を
半角数字の西暦8
桁で入力してくだ
さい。

変更が有った場合
に入力します。

変更後住所の使
用開始年月日を
半角数字の西暦8
桁で入力してくだ
さい。

変更が有った
場合に入力しま
す。

基礎年金番号
が採番されたり
変更された場
合、半角数字
10桁で当該番
号を入力しま
す。

変更の有無に
係わらず入力必
須です。

従業員の自宅
電話番号の市
外局番を半角数
字5桁以内で入
力してください。
携帯電話の場
合、区切って入
力してください。
電話がない場
合、この欄に
オールゼロ１３
桁で
「0000000000000」

と入力してくださ
い。

変更の有無に
係わらず入力
必須です。

従業員の自宅
電話番号の局
番を半角数字4
桁以内で入力し
てください。
携帯電話の場
合、区切って入
力してください。
電話がない場
合、この欄はブ
ランクとしてくだ
さい。

変更の有無に
係わらず入力
必須です。

従業員の自宅
電話番号の下
4桁の番号を半
角数字で入力
してください。
携帯電話の場
合、区切って
入力してくださ
い。
電話がない場
合、この欄は
ブランクとして
ください。

 

 

更新情報

生年月日
(和暦)

更新情報

拠出開始年月
(YYYYMM)

更新情報

入社年月日
(YYYYMMDD)

更新情報

資格取得日
(YYYYMMDD)

企業間異動日

(YYYYMMDD)
メールアドレス

電子化同意

状況

(6桁） (6桁） (8桁） (8桁） (8桁） (100桁） (1桁）

修正する場合
に入力します。

和暦の生年月
日を半角数字
で入力してくだ
さい。

修正する場合に入
力します。

拠出開始年月を西
暦で半角数字で入
力してください。
「拠出開始年月」と
は掛金を資産管理
機関に納付する最
初の月のことを指
し、資格取得年月
日の翌月が拠出開
始月となります。

修正する場合に入
力します。

入社年月日を西暦
で半角数字で入力
してください。

修正する場合に入
力します。

資格取得年月日を
西暦で半角数字で
入力してください。
「資格取得年月日」
とは規約に定めら
れている、加入者が
資格を取得する年
月日のことを指しま
す。
標準的な規約の場
合、制度導入時は
規約の施行日、規
約施行後は入社日
となります。
希望者のみが加入
する設計では、加入
を希望した日とする
ことも可能です。

修正する場合に
入力します。

資格取得年月日
を西暦で半角数
字で入力してくだ
さい。
「資格取得年月
日」とは規約に定
められている、加
入者が資格を取
得する年月日のこ
とを指します。
標準的な規約の
場合、制度導入時
は規約の施行日、
規約施行後は入
社日となります。

「お取引状況のお知らせ
の電子サービス（WEB閲
覧）」及び「パスワードの
即時再設定サービス」を
ご希望の場合に入力願
います。

上記２つのサービスの利
用には、メールアドレス
の登録が必須となりま
す。

WEB閲覧の新
規登録又は修
正を行う場合
に入力します。

0：書面通知
1：WEB通知

標記は電子化
同意状況と
なっています
が、個別同意
取得は不要で
す。

 

 



処理内容 加入者属性変更 作成日　20YY.MM.DD
1　/　1　/　1ページ

67890 1234567890 申込書

××部署 山田
一郎

所属名 ○○部署

  "
××部署

  "

東京都港区六本木1－1－1

  "
東京都港区赤坂3－3－3

67891 2234567890 データ 事業所番号

△△部署 山田
二郎

所属番号
  "

所属名 ××部署
  "

△△部署

事業所合計（件数） 2件

企業合計（件数） 2件

契約合計（件数） 2件

確定拠出年金　　加入者登録確認リスト

契約番号／契約名 1234567 　○○○確定拠出年金プラン

企業番号／企業名 2345678 　△△△株式会社

事業所番号／事業所名 9876543210 　□□□事務所

所属番号
所属名

従業員番号
加入者口座番号

加入者名

受付
経路

変更項目
変更内容

（変更前）
（変更後）

67891

所属番号 12345

郵便番号

住所

67890

1002100

1053010

7777777777

6666666666

1234567890

9876543210

67890

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 15］ 加入者登録確認リスト（属性変更） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 16］ 企業年金から確定拠出年金への資産移換のお知らせ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



従業員番号
氏名

（カナ・姓）
氏名

（カナ・名）
加入者

口座番号
資格喪失日

(YYYYMMDD)
資格喪失事由

事業主に対する
資産の返還割合

(%)

(10桁） (10桁） (10桁） (10桁） (8桁） (2桁） (3桁）
0001 20240331 74 000
0026 20240531 70 100

加入者資格喪失年齢を61歳～65歳に引上げている企業の場合、60歳以降の退職者には
70・71・75・89ではなく、下記事由を入力して下さい。（73・74・90も使用可）

61 自己都合（60歳以降） 62 会社都合（60歳以降）※
63 懲戒解雇（60歳以降） 64 その他（60歳以降）

※職種別に異なる資格喪失年齢を定めている企業の場合、当該年齢到達による
退職では、下記の事由を入力して下さい。

41 60歳到達 60 年齢到達（60歳以降）

入力は必須です。

ただし、「加入者口
座番号」を入力した
場合は省略できま
す。

入力は任意です。

氏名の姓を全角カ
タカナで入力してく
ださい。

入力は任意です。

氏名の名を全角カ
タカナで入力してく
ださい。

入力は任意です。

ただし、「従業員番
号」を省略した場合
は入力してくださ
い。

加入者が資格を
喪失する年月日
を、西暦半角数字
8桁で入力して下
さい。
退職あるいは死
亡による場合は、
資格喪失日は退
職日あるいは死
亡日の翌日になり
ます。

該当するｺｰﾄﾞ2桁を入力して下さい。
70 自己都合
71 会社都合
73 障害給付金の受給者の資格喪失
（運用指図者資格取得）
74 年金規約に基づく資格喪失
75 懲戒解雇
89 その他
90 死亡

事業主返還とは、確定拠出年金規約
に定めがある場合に限り、加入者が資
格を喪失した日において実施事業所に
使用された期間が３年未満である場
合、その加入者の確定拠出年金の資
産のうち事業主様が拠出した掛金に相
当する部分の全部又は一部が事業主
様に返還されます。

・全額返還する場合は"100"とご入力く
ださい。
・返還しない場合は"000"とご入力くだ
さい。
・資格喪失事由が以下の場合は"000"
とご入力ください。
73：障害給付金の受給者の資格喪失
90：死亡

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 17］ 従業員退職等連絡票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントをご確認の上、入力願います。 

２．ピンク色の項目は入力必須です。 

３．「従業員番号」は、既登録データとマッチングするためのキーとなりますので、正確に入力願います。 

４．「基礎年金番号」は、退職後に他制度へ移換する際のキーとなりますので、登録が未済の場合は 

  必ず入力願います。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

＜補足＞ 

・ 退職事由コード７０・７１・７５・８９で処理された場合、個人別管理資産の移換対象者とされ当該者に案内がされます。資格

喪失日の属する月の翌月から 6 か月以内に移換手続きが行われないと国民年金基金連合会へ自動移換となります。 

・退職事由コード６１・６２・６３・６４で処理された場合、運用指図者として処理され、通算加入者等期間に応じた年齢（60歳

以降の新規加入者は５年経過後）に受給することができます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎年金番号 還付の有無 固定値（2）
制度移行有無

(厚年基金解散)

制度移行有無

(中退共)

制度移行有無

(退職給与)

制度移行有無

(確定給付)

(10桁） (1桁） (1桁） (1桁） (1桁） (1桁） (1桁）
1234567890 2 2 2 2 2 2
1987654321 2 2 2 2 2 2

基礎年金番号を半
角数字10桁で入力
してください。

登録が未済の場合
（オールゼロで仮
登録している場合
を含む）は、必ず入

力願います。

通常は"2"を入力
します。

事務手続きミス等
で掛金を過払いし
た場合、当該掛金
が事業主に返戻

（還付）されます。
このようなケース
が発生しており、そ
の還付が未済の場

合は"1"を入力して
ください。

一律"2"を入力して
ください。

通常は"2"を入力
します。

退職給与規程から
の制度移行（分割
移換)があり、全て
の分割移換の完了

前に退職した場合
にのみ、"1"を入力
してください。

通常は"2"を入力
します。

厚生年金基金解
散に伴う制度移行
があり、残余財産
の資産移換の完

了前に退職した場
合にのみ、"1"を
入力してください。

通常は"2"を入力
します。

確定給付企業年
金の終了等に伴う
制度移行があり、
資産移換の完了

前に退職した場合
にのみ、"1"を入
力してください。

通常は"2"を入力
します。

中小企業退職金
共済解約に伴う制
度移行があり、解
約手当金の資産

移換の完了前に
退職した場合にの
み、"1"を入力して

ください。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 18］ 確定拠出年金 移換手続きのご案内 



 

 

 

 

 

 

 

 



処理内容 資格喪失 作成日　20YY.MM.DD
1　/　1　/　1ページ

67890 1234567890 申込書 資格喪失日 2014/04/01

××部署 1111111111 資格喪失事由 70：自己都合

山田 通知内容 加入者資格喪失

一郎 事業主への返還率 （％） 100

67890 2234567890 申込書 資格喪失日 2014/04/01

××部署 2222222222 資格喪失事由 71：会社都合

山田 通知内容 加入者資格喪失

二郎 還付 有

67890 3234567890 データ 資格喪失日 2014/04/01

××部署 3333333333 資格喪失事由 61：自己都合60超

山田 通知内容 運用指図者資格取得

三郎 制度移行（退職手当制度） 有

67890 4234567890 データ 資格喪失日 2014/04/01

××部署 4444444444 資格喪失事由 60：年齢到達60超

山田 通知内容 運用指図者資格取得

四郎

事業所合計（件数） 4件

企業合計（件数） 4件

契約合計（件数） 4件

事業所番号／事業所名 9876543210

確定拠出年金　　加入者登録確認リスト

契約番号／契約名

企業番号／企業名

1234567

2345678

　○○○確定拠出年金プラン

　△△△株式会社

　□□□事務所

所属番号
所属名

従業員番号
加入者口座番号

加入者名

受付
経路

項目名 内容

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 19］ 加入者登録確認リスト（資格喪失） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成日 20YY.MM.DD

確定拠出年金
194-0033 加入者資格喪失手続完了通知書
東京都町田市○○○１－２－３

契約 1234567

○○○確定拠出プラン

企業 2345678

○○○株式会社

口座番号 1234543210

確定　次郎  様 確定　次郎  様

記録関連運営管理機関 0000011

日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株式会社

お問い合せ先 XXX-XXX-XXXX

平素より格別のお引き立てを賜り、誠にありがとうございます。
あなた様は20YY年MM月DD日に加入者資格を喪失しましたのでご連絡申し上げます。

ご登録内容欄の記載事項は、移換手続き等で必要となる重要な項目ですので、
氏名、性別、生年月日・基礎年金番号に誤りがないことをご確認ください。
ご登録内容に誤りがあった場合、加入者資格喪失後に住所・氏名等が変更になった場合は、
同封の『加入者口座属性変更通知書』を本人確認書類と一緒にＪＩＳ＆Ｔにご提出ください。
なお、ご住所はインターネットサービスからも変更いただけます（移換・ご資産のお受け取り
手続き前に限ります）。

移換先で書類を記入する際に必要な情報 (直前の加入状況)

記録関連運営管理機関登録番号 0000011
記録関連運営管理機関名称 日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株式会社

実施事業所 名称 ○○○株式会社

所在地 〒 123-XXXX
東京都千代田区丸の内○－○－○

電話番号 03-1234-XXXX

実施事業所登録番号 21XXXXXX
（規約承認番号）

加入者資格取得年月日 YYYY年MM月DD日

通算拠出期間 YY年MMヶ月

ご登録内容 氏名 確定　次郎

性別 男

生年月日 YYYY年MM月DD日

基礎年金番号 1234567890

（移換手続きについて）
・あらたにお勤めになる企業に確定拠出年金がある場合は、当該企業に申し出て確定拠出年金制度に
  移換する手続きをとってください。
・その他の場合には、個人型確定拠出年金の加入者または運用指図者となって運用を継続する手続き
  を行うため、個人型確定拠出年金を取り扱う運営管理機関（受付金融機関）にご連絡ください。
・脱退一時金請求の要件を満たす方の場合は、本制度から脱退することも可能です。
※詳細については同封の「資格喪失時のお手続きのご案内」をご参照ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

1

[資料 20］ 加入者資格喪失手続完了通知書 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 21］ 資格喪失時のお手続きのご案内 

60 歳前に退職した方へＪＩＳ＆Ｔから郵送される資料です。 

積み立てた年金資産は原則 60 歳まで引き出すことができないため、ご自身で年金資産

を移換する手続き等が必要になります。 

そのため事業主様から退職者へ「資格喪失時のお手続きのご案内」に応じた手続きを行

うよう、ご説明願います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 22］ ideCo（個人型確定拠出年金）ポータルのご紹介 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 23］ 還付請求書の記載方法 

① 請求年月日は実際の記入日を記入します。 

② 契約番号と契約名は、本マニュアル「はじめに」に記載してありますので、ご確認の上、ご

記入ください。 

企業届出印は空欄としてください。 

③ 該当する番号に○印をご記入ください。 

④ 事業主様にて計算し記入します。 

還付対象年月欄は、拠出した年月ではなく、その前月の加入者期間の年月を記入します。 

⑤ 加入者本人が戸籍上の氏名を自署してください。 

加入者が死亡している場合、その事実を確認できる公的書類のコピーを代わりに添付してく

ださい。 

＜例＞ 

毎月の掛金：10,000 円 

4 月分掛金（５月拠出）の還付を請求する場合

の記入例です。 

空欄としてください 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 24］ 年齢到達による運用指図者資格取得対象者一覧 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 25］ 加入者資格喪失及び運用指図者資格取得通知書 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 26］ 運用指図者の手引き 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更手順等の確認

資料です。 

必要事項を入力

の上、代表事業主

へメール送信願

います。 

代　表　事　業　主　御中
（写　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社）

１．プラン

0 0

（注）企業番号がご不明な場合は、代表事業主に確認の上、ご記入願います。

２．事業所名及びご担当者名

３．変更内容　

＊変更される項目の網掛部分に〇印をいれ、変更前後の内容をご記入又はご入力願います。

＜登記情報の変更＞

ご連絡先 TEL（※） E-mail（※）

変更後

〒　　　　　　－

変更前

変更後

〒　　　　　　－
登記住所

登記社名

申出年月日 年　　　　月　　　　日

当社確定拠出年金制度に関しまして、下記事項に関する規約等の変更を依頼しますので、申請手続き等を
お願いします。（「※」箇所は必ずご記入願います）

プラン名（※） ●●●●●●総合型プラン (000〇〇〇〇)

所属

ご担当者

住所・社名変更等に関する規約等変更申出書

変更前

代表者肩書

変更前

企業番号（※）

事業所名（※）

お名前（※） フリガナ

変更前

変更後

役職

変更後

代表者氏名

＜適用事業所の変更＞

＜書類送付先の変更＞

【ご確認事項】

【必要書類】

≪通信欄≫特記事項、ご照会事項等ご自由に記入ください。 

【関係機関使用欄】

プラ ン 変更内容

○○ － 1 － 0

<受付日> （20241001改）

規　約　変　更　管　理　番　号

＜登記情報の変更＞・・・住所変更を登記した「履歴事項全部証明書」（いわゆる登記簿謄本）の全ページのコピー

＜適用事業所の変更＞・・・年金事務所（日本年金機構）に提出（注）された「厚生年金保険の適用事業所名称・所在地変更（訂正）届」

（注）適用事業所の変更については、書面提出の場合は、変更届に年金事務所の受付印のある（変更年月日がわかる）書類の

コピー、変更届が電子申請の場合は、変更届と年金機構から到達番号が記載されたお知らせのコピーをご提出願います。

 ※変更年月日の証明が必須となるため、頂いた書類で証明できない場合は、追加書類をお願いする場合がありますので、ご了承願いま

す。ご不明な場合は担当者までご連絡をお願いします。

・登記社名、登記住所、適用事業所名、適用事業所所在地変更の場合は、規約に記載されている事項ため、当局へ変更の届出が必要と

なります。届出には下記必要書類を合わせて送付頂くようお願いします。届出の時期につきましては、その他の変更申請と合わせて提出

する関係により、承認申請での提出（約5ヶ月先の施行日）となります。ただし、住所・社名の変更は遡及適用が認めれておりますので、住

所・社名等が変更された年月日に遡及して適用となります。

・適用事業所の削減・追加は承認申請となりますので、「変更申出書（制度内容）」の「その他」を指定し、内容を太枠内に入力願います。

・登記情報のいずれかを変更された場合は、野村信託銀行の手続きも必要となります。必要書類につきましては、改めて野村信託銀行よ

りご担当者様へ連絡が入りますので合わせてご対応をお願いいたします。

・書類送付先はJIS&T社、代表事業主からの書類の送付先の変更となります。

適用事業所
所在地

〒　　　　　　－

社名

適用事業所名

変更前

変更後

住所

郵便番号

変更後

〒　　　　　　－

変更前

電話番号

＜事業主様情報を変更する場合＞ 

[資料 27］ 規約変更手続きのご案内及び規約等変更申出書 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更手順等の確認

資料です。 

必要事項を入力

の上、代表事業主

へメール送信願

います。 

＜制度内容を変更する場合＞ 

【ご確認事項】

【必要書類】

【その他ご提出書類】

≪通信欄≫特記事項、ご照会事項等ご自由に記入ください。 

【関係機関使用欄】

プラ ン 変更内容

○○ － 2 － 0 0

<受付日> （20241001改）

規　約　変　更　管　理　番　号

・規約変更申出書の受付後に「あいおいニッセイ同和損害保険」から同意書・証明書のご提出依頼があります。同意書・証明書は書式が

決まっておりますので、あいおいニッセイ同和損害保険からひな型のご案内がありますので、当該ひな型を使用して作成願います。

・適用事業所閉鎖による制度廃止で上記全喪届をご提出いただいた場合は、労使合意書類のご提出は不要です。

・規約変更には当局へ承認申請が必要となります。申請書類作成やその書類提出締め切りの関係から、原則、必要書類が揃った段階

から5ヶ月後を変更月とさせていただきます。変更内容によっては、それ以上の期間を要する場合もありますので、ご了承願います。

・資格喪失年齢変更の場合、就業規則に資格喪失年齢までの雇用を規定している必要があります。

・事業主返還制度を設ける場合、その退職事由を限定する必要があり、当該退職事由が就業規則に規定されている事が必要となります。

・「掛金算定方法等の変更」とは、確定拠出年金規程等で定めているDC掛金の算定方法や決定ルールを変更する場合であり、毎月の代

表事業主からの掛金額確認による変更とは違います。

＜資格喪失年齢・加入可能年齢・加入者の範囲・事業主返還・加入者掛金（マッチング拠出）の各変更・拠出限度額＞

直近の就業規則、なお、現行規約の加入者範囲の職種とご提出いただいた就業規則の職種との間に齟齬がある場合、希望の変更月で

お受けできない場合があります。

＜制度廃止（脱退）＞

適用事業所閉鎖による制度廃止の場合、年金事務所に提出された全喪届（全喪年月日の記入があり、受付印があるもの）をご提出願

います。

≪上記の他、変更内容に応じた必要書類のご提出をお願いする場合があります。≫

代　表　事　業　主　御中
（写　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社）

１．プラン

0 0

（注）企業番号がご不明な場合は、代表事業主に確認の上、ご記入願います。

２．事業所名及びご担当者名

３．変更希望月

月

■原則、本申出書及び必要書類等（労使協議含む）をご提出いただいてから５か月後が変更月となります。

４．変更内容

＊変更される項目に〇印をいれ、下記太枠へ詳細をご記入又はご入力願います。
　　（規約に掲載していない内容の変更については、申請不要となります）

(

加入者掛金（マッチング制度）の変更

確定給付 厚年基金 私学共済 石鉱基金

制度廃止（脱退） その他

変更希望月

ご連絡先

掛金算定方法等の変更
（毎月の掛金額変更とは違います）

年（西暦）

TEL（※） E-mail

申出年月日 年　　　　月　　　　日

制度内容に関する規約等変更申出書

当社確定拠出年金制度に関しまして、下記事項に関する規約等の変更を依頼しますので、申請手続き等を
お願いします。（「※」箇所は必ずご記入願います）

プラン名（※） ●●●●●●総合型プラン (000〇〇〇〇)

企業番号（※）

事業所名（※）

ご担当者

お名前（※） フリガナ

役職 所属

資格喪失年齢の変更　＊右欄も入力 歳への変更を希望 ）

加入者範囲の変更 事業主返還の変更

他制度（＊）導入等による拠出限度額変更
（＊ご加入の他制度を右表から選択ください）

＊確定給付又は厚年基金にご加入の場合、制度

の規約番号又は規約名を太枠にご記入ください。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

(制度移行) 

下記①～③以外の項目は、予め印刷されています。従業員様に配布する際、お間違えのない

ようご注意ください。 

なお、印刷されている氏名等に間違いがある場合、訂正せずにご連絡ください。 

① 記入日 ： 記入した日付を記入します。 

② 氏 名 ： 戸籍上の氏名を記入します。 

③ 配分割合 ： １％単位で記入し、合計が１００％となるようにします。 

加入者本人が、黒ポールペン（鉛筆不可）ではっきりとご記入してください。 

[資料 28］ 配分指定書（制度移行）の記載方法 

制度移行金で購入する商品の配分

指定を行います。 



 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 29］ 制度移行内容登録票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントを参照の上、表示内容をご確認ください。 

２．従業員番号・カナ氏名は従業員属性登録票で登録した内容通りに入力願います。 

３．制度移行金がない加入者は、入力しないで下さい。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

従業員番号 氏名（カナ・姓） 氏名（カナ・名）
制度移行入金日

(YYYYMMDD)
制度移行金額

(10桁) (10桁) (10桁) (8桁) (10桁)
0001 … … 20240725 2040000

0002 ･… … 20240725 1440000

0003 ･… … 20240725 450000

0004 ･… … 20240725 1515000

0005 ･… … 20240725 3765000

0006 ･… … 20240725 420000

0007 ･… … 20240725 1335000

0008 ･… … 20240725 615000

0009 ･… … 20240725 2490000

0010 ･… … 20240725 3525000

0011 ･… … 20240725 5460000

0012 ･… … 20240725 4455000

0013 ･… … 20240725 1995000

0014 ･… … 20240725 3675000

0015 ･… … 20240725 1260000

移行元制度からの
制度移行金額（単
位：円）を入力してく

ださい。
退職給与規定改正
による分割移換は、

1回分の移換額を入
力ください。
0円はエラーとなりま

すので、当該加入者
は入力しないでくだ

さい。

従業員属性登録票
で登録した従業員番
号（半角数字１０桁以

内）を入力して下さ
い。

従業員属性登録票
で登録した氏名の姓
を全角カタカナで入

力してください。

従業員属性登録票
で登録した氏名の名
を全角カタカナで入

力してください。

移行元制度からの制
度移行入金日を西暦
で入力してください。

「制度移行入金日」と
は移換する資産を資
産管理機関へ納付

する日を指し、規約
では「移換日」と呼ん
でいます。

通算加入者等
期間算入期間

（月数）

移行元制度
加入年月日

(YYYYMMDD)

移行元制度
変更基準年月日

(YYYYMMDD)
移行元制度

通算加入者等
算入期間累計値

(3桁) (8桁) (8桁) (1桁) (3桁)
136 19940406 20240401 5 136

96 19970804 20240401 5 96

30 20030201 20240401 5 30

101 19970326 20240401 5 101

251 19840910 20240401 5 251

28 20030401 20240401 5 28

89 19980326 20240401 5 89

41 20020326 20240401 5 41

166 19911007 20240401 5 166

235 19860106 20240401 5 235

364 19750402 20240401 5 364

297 19801104 20240401 5 297

133 19940701 20240401 5 133

245 19850314 20240401 5 245

84 19980821 20240401 5 84

制度移行金に対応
する移行元制度に加

入していた期間（月
数）を入力してくださ
い。
この期間が確定拠出

年金制度に引き継が
れ、確定拠出年金の
老齢給付金の支給
要件等の判定に使
用されます。

通常は、入社年月日
から確定拠出年金制
度の施行日までの勤
続期間となります。

制度移行金額算定
上の算定開始日を西

暦で入力してくださ
い。
通常の制度は、入社
年月日を起点とする

勤続期間をもとに給
付要件の判定や給
付額の算定を行なっ
ていることより、入社
年月日となります。

制度移行金額算定上の
基準日を西暦で入力して

ください。
確定給付企業年金の廃
止日、退職給与規程の改
定日のことであり、通常

は確定拠出年金制度の
施行日と同一です。

移行元の制度区分を入
力してください。

＜コード内容＞
1:厚生年金基金移換
2:厚生年金基金解散
3:中小企業退職金共済

4:退職給与規定改正
5:確定給付企業年金

複数制度からの制度
移行金がある場合は、
その累計期間（月数）

を入力してください。
（過去に制度移行を実
施している場合や同日
に複数制度からの制

度移行を行う場合が該
当します）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成日　20YY.MM.DD
1　/　1　/　1ページ

制度移行日 　20YY　年　MM　月　DD　日

＜今回制度移行予定の明細＞

事業所合計（件数） 3 （金額）

企業合計（件数） 3 （金額）

契約合計（件数） 3 （金額）

66

123,456

654,321

100,000

877,777

2000/10/01

2000/06/01 40

877,777

877,777

654,321

40

100,000

確定給付企業年金

1990/04/01 162

1998/04/01

2003/10/01

移行元制度
移行金額（円）

累計期間
備　考

66

123,456

162

2345678

27187

総務部

27186

所属番号
所属名

従業員番号　　加入者口座番号
加入者名

20033     　　　 1234567890

27189

営業第二部

営業第一部

平田                      裕一

水谷                      修司

2003/10/01

38211      　　　9075102609 確定給付企業年金

加入年月日
変更基準日

加入者等期間算入期間
制度移行累計金額(円)

年金                      太郎

28845      　　　4715100016 確定給付企業年金

8303

  ○○○確定拠出プラン

  ○○○株式会社

  内幸町支店

確定拠出年金   制度移行確認リスト

　今回実施される、確定拠出年金の制度移行対象者の明細です。ご指定の制度移行日にご入金下さい。

事業所番号／事業所名

契約番号／契約名

企業番号／企業名

1234567

[資料 30］ 制度移行確認リスト 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成日　20YY.MM.DD
1/　　1ﾍﾟｰｼﾞ

  ○○○確定拠出プラン

制度移行日 20YY.MM.DD

確定拠出年金  制度移行商品別購入連絡表（企業合計）

企業合計

◇◇◇ 22,222,222 22,222,222

001 ○○ファンド 11,111,111 XX,XXX,XXX

取扱商品
番号

商品名
商品別購入金額合計

（円）
商品別購入数量合計

（口または円）

  ○○○株式会社

XX,XXX,XXX

99,999,999  

△△定期預金 22,222,222 22,222,222002

003 □□保険 33,333,333

005 ◎◎◎ 11,111,111 11,111,111

004

  契約 1234567

  企業 2345678

[資料 31］ 制度移行商品別購入連絡票 



 

 

従業員番号 氏名（カナ・姓） 氏名（カナ・名）
制度移行入金日

(YYYYMMDD)
制度移行金額

(10桁) (10桁) (10桁) (8桁) (10桁)
0001 … … 20240725 2200000

0002 ･… … 20240725 1350000

0003 ･… … 20240725 880000

0004 ･… … 20240725 1515000

0005 ･… … 20240725 3765000

0006 ･… … 20240725 420000

0007 ･… … 20240725 1335000

0008 ･… … 20240725 615000

0009 ･… … 20240725 2490000

0010 ･… … 20240725 3525000

0011 ･… … 20240725 5460000

0012 ･… … 20240725 4455000

0013 ･… … 20240725 1995000

退職給与規定改正

による分割移換の
1回分の金額（単位：

円）を入力してくださ
い。

0円はエラーとなりま
すので、当該加入者

は入力しないでくだ
さい。

分割移換の２回以降

は必ず‘0’をセットし
てください。

従業員属性登録票

で登録した従業員番
号（半角数字１０桁以

内）を入力して下さ
い。

従業員属性登録票

で登録した氏名の姓
を全角カタカナで入

力してください。

従業員属性登録票

で登録した氏名の名
を全角カタカナで入

力してください。

移行元制度からの制

度移行入金日を西暦
で入力してください。

「制度移行入金日」と
は移換する資産を資

産管理機関へ納付
する日を指し、規約

では「移換日」と呼ん
でいます。

 

 

通算加入者等
期間算入期間

（月数）

移行元制度
加入年月日

(YYYYMMDD)

移行元制度
変更基準年月日

(YYYYMMDD)
移行元制度

通算加入者等
算入期間累計値

(3桁) (8桁) (8桁) (1桁) (3桁)
0 4

0 4

0 4

0 4

0 4

0 4

0 4

0 4

0 4

分割移換の２回以降
は必ず「0」をセットし
てください。

分割移換の２回以降
は「ブランク」としてく
ださい。

分割移換の２回以降は
「ブランク」としてくださ
い。

過年度は退職給与規
程改廃に伴う分割移
換のみが対象となり
ますので、必ず「4」を
セットしてください。

分割移換の２回以降
は「ブランク」としてくだ
さい。

 

 

 

 

 

 

[資料 32］ （過年度）制度移行内容登録票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントを参照の上、入力願います。 

２．従業員番号・カナ氏名は従業員属性登録票で登録した内容通りに入力願います。 

３．制度移行金がない加入者は、入力しないで下さい。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[資料 33］ 一括移換内容登録票の入力方法 

１．各項目の吹き出しコメントをご確認の上、入力願います。 

２．従業員番号・カナ氏名は従業員属性登録票で登録した内容通りに入力願います。 

 

＜入力操作上のお願い＞ 

 (1)セルの書式設定は「文字列」になっています。この書式設定は変更しないで下さい。 

 (2)シートの名称は「Sheet1」になっています。このシート名は変更しないで下さい。 

 (3)行・列の挿入や削除はしないで下さい。 

 

従業員番号 氏名（カナ・姓） 氏名（カナ・名）
一括移換入金日

(YYYYMMDD)
一括移換金額

(10桁) (10桁) (10桁) （8桁） (10桁)
0001 … … 20240725 980000

従業員属性登録票で
登録した従業員番号

（半角数字１０桁以
内）を入力して下さ

い。

従業員属性登録票で
登録した氏名の姓を

全角カタカナで入力し
てください。

従業員属性登録票で
登録した氏名の名を

全角カタカナで入力し
てください。

一括移換入金日は、
規約の定めにより、

資格喪失日を含む月
の翌月の定時拠出日

となります。

移行元制度からの一
括移換金額を入力し

てください。
未移換分の資産の

合計金額となりま
す。（利子相当額を

付加している場合、
移換時期が早まるこ

とによる利子相当額
の見直しが必要で

す）

通算加入者等
期間算入期間

（月数）

移行元制度
加入年月日

(YYYYMMDD)

移行元制度
変更基準年月日

(YYYYMMDD)
移行元制度

移換金
取扱区分

通算加入者等
算入期間累計値

(3桁) (8桁) (8桁) (1桁) (1桁) (3桁)
0 4 1

分割移換開始後は必

ず「0」をセットしてくだ
さい。

「ブランク」としてくださ

い。

「ブランク」としてください。 分割移換は必ず「4」

をセットしてください。

＜コード内容＞

1:厚生年金基金移換

2:厚生年金基金解散

3:中小企業退職金共済

4:退職給与規程改正

5:確定給付企業年金

「ブランク」と

してください。

必ず「1」をセットし

てください。
規約に従い、移換

金は元本確保型商

品の購入に充てら
れます。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成日　20YY.MM.DD
1　/　1　/　1ページ

今回一括移換日 　20YY　年　MM　月　DD　日

＜今回一括移換予定の明細＞

移換金取扱区分

  ○○○確定拠出プラン

  ○○○株式会社

  内幸町支店事業所番号／事業所名

契約番号／契約名

企業番号／企業名

1234567

2345678

8303

契約合計（件数）

企業合計（件数）

事業所合計（件数）

（金額）

（金額）

（金額）3

10

30

2002/10/01

2003/10/31

2002/04/01

2003/10/31

2,000,000

2,345,678 購入商品相違

900,123,456

87,654,321

3,999,999

確定拠出年金   一括移換確認リスト

退職給与規定改定

加入年月日
変更基準日

加入者等期間算入期間
制度移行累計金額(円)

12

2002/04/01 19 19

退職給与規定改定

765,4322003/10/31

12

19 19

7,654,321

20033     　　　 1234567890 退職給与規定改定

年金                      太郎 2,000,000

28845      　　　4715100016

従業員番号　　加入者口座番号
加入者名

水谷                      修司 1,234,567

38211      　　　907510260927189

営業第二部

27186

配分指定商品

未指図時商品

移行元制度
移行金額（円）

営業第一部

総務部

平田                      裕一

累計期間
備　考

　今回実施される、確定拠出年金の一括移換対象者の明細です。ご指定の一括移換日にご入金ください。

現金管理

27187

所属番号
所属名

[資料 34］ 一括移換確認リスト 


